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序――国家の非宗教性と宗教的中立性

　�　わが国の最高裁判所は、１９７７年の津地鎮祭判決において、政教分

離原則の理念に関して次のように示し�た�。「一般に、政教分離原則とは、
（１）
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……世俗権力である国家は、これ〔宗教や信仰の問題〕を公権力の彼方

におき、宗教そのものに干渉するべきではないとする国家の非宗教性な

いし宗教的中立性を意味する」。これによれば、政教分離原則は、宗教事

項を「公権力の彼方におく」こと、換言すれば国家と宗教との結びつき

を排除し宗教事項を公権力の関与しないものとすることを意味するよう

である。

　しかも、最高裁判所は、このような政教分離原則に「国家の非宗教性」

と「国家の宗教的中立性」という２つの理念があることを認める。政教

分離にこの２つの要素があることは学説も一般に承認する。例えば種谷

春洋は次のように述べた。「政教分離の保障は、国家がすべての宗教に対

して中立的立場をとることによって、その非宗教的性格の実現をはかる

ことを目途としたもの、と解される�」。�　
（２）

　ところで、国家の宗教的中立性は、「中立性」という複雑な概念が関わ

るため、その意味を把握することは容易ではない。だが、今日の有力な

憲法学説では、国家の宗教的中立性は２つの要素から成ると考える傾向

が強い。第一の要素は国家が宗教に介入しないことにより中立性を確保

することであり（不介入）、もう一つは国家が介入する場合にすべての宗

教・非宗教を公平・平等に扱うことである（公平�性�）。これによれば、国
（３）

家の宗教的中立性における不介入の要素は、国家の非宗教性の要素とか

なりのところ重複するといえそうである。

ラヒム・カボール（�
�

��������������������）氏、同学部研究助手エムラー・クルー

ト（�����������）氏、同ギュルシェン・ゲディック（������������）氏および同

学部卒業生で弁護士の鳥越恵子氏から有益な資料および情報を受けました。ここ

に４氏への謝意を表します。

（１）　最大判昭和５２・７・１３民集３１巻４号５３３頁。

（２）　芦部信喜編『憲法Ⅱ人権�』（有斐閣、１９７８年）３４６頁〔種谷春洋執筆〕。

（３）　芦部信喜『憲法学Ⅲ　人権各論�［増補版］』（有斐閣、２０００年）１５１―１５２頁、

高橋和之『立憲主義と日本国憲法』（有斐閣、２００５年）１５６頁など。



トルコの政教分離に関する憲法学的考察

（� ）７５５（甲南法学’�０８）４８―４―２８１

　とはいえ、政教分離原則をこれら２つの宗教的中立性でのみ理解する

のは妥当ではない。というのは、国家の非宗教性を政教分離原則の要素

と考えることによってこそ、憲法２０条３項および８９条前段に示される

「国家による宗教団体への関与」の防止のみならず、憲法２０条１項後段

に示されるような「宗教団体による国家の統治への干渉」の禁止を統一

的に理解することができるからである。それに対して宗教的中立性は前

者のみでしか妥当しえな�い�。また、宗教が国家の統治に干渉することの
（４）

禁止を政教分離原則の主たる内容としている国もありうる。それだけに、

国家の宗教的中立性のほかに国家の非宗教性という要素で政教分離原則

を捉えることは、少なくとも政教分離原則を比較、分析するうえできわ

めて有益であろう。

　�　国家の非宗教性および宗教的中立性は、国家が非宗教化すれば宗

教的に中立化するというように相互に重なり合いものであり、本来、両

者は切り離すことはできないものである。これは先に引用した判決およ

び学説の一節に照らしても明らかである。しかし、あえて両者を取り出

して、それぞれの特徴や機能を明らかにすることは無理ではない。私は

両者の意義を次のように区別しておきたい。「国家の非宗教性」は、国家

と宗教を切り離したうえで、国家と宗教とが相互に介入しないことであ

る。「国家の宗教的中立性」は、国家が宗教的な事項に介入する場合に、

宗教に関するものと宗教に関しないものとを公平、平等に扱う――例え

ば国家が私立学校を助成するのに宗教系学校と非宗教系学校とを公平に

扱うこと――とともに、諸々の宗教を公平、平等に扱わなければならな

いことであ�る�。
（５）

（４）　小泉洋一「政教分離と信教の自由――靖国神社問題の現状と課題」ジュリス

ト１３３４号７６頁。

（５）　これらの意義は、政教分離原則の２つの面を各国法における政教分離原則の

比較分析の枠組みとするために仮にその２つに与えたものであり、今後の作業の

進行に伴いその意義を再検討する必要がある。
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　�　このような国家の非宗教性および宗教的中立性が、いかなる目的

で、いかなる経過で、どの程度、実現されたかは、おそらく各国で――

またその時代によっても――さまざまであろう。それだけではなく以下

のことも同様である。国家の非宗教性と宗教的中立性が現行の実定法に

おいてどう規定され、どう性格づけられているか。またそれがどれほど

の厳格さで適用されているか。とくにいかなる事項において非宗教性と

宗教的中立性が厳格に適用されているか。これらの点で非宗教性と中立

性の関係はどうなっているか、どちらかに比重が置かれていないか。比

重の差がある場合にはそれはなぜか。さらに、非宗教性および宗教的中

立性に関して、いかなる限界および問題があるか。それらがどのように

解決されつつあるのか、あるいは問題が放置されているのか。

　これらの点についてわが国を含め各国ごとに探り、分析することは、

政教分離原則を比較、検討するうえで有益な作業となると私は考え�る�。
（６）

というのは、政教分離が各国の宗教的、政治的、歴史的状況を反映し、

その原則に関する法状況に関して国によって大きな差異があるからであ

る。それだけに国家の非宗教性と宗教的中立性という２つの共通する観

点から、各国の政教分離原則を比較するということはきわめて有益であ

る。

　こう考えるもう１つの理由がある。政教分離原則が各国の基本的なあ

り方および国の主要な宗教または国民のアイデンティティに根ざす深い

国民感情に関わるため、国民の間で政教分離が激しい論議の対象となっ

てき�た�。そのためか、政教分離に関する論議は、政治的、宗教的論争に
（７）

（６）　私は、部分的にではあるが、フランスのライシテをこのような見地で分析し

たことがある。小泉「フランスにおける憲法原則としてのライシテ──最近の論

議──」甲南法学４７巻２号（２００６年）２２３頁。

（７）　フランスではその政教分離原則であるライシテに関して激しい論議が交わさ

れてきた。そのため、著名なある憲法学者はライシテに「火薬を感じさせる」と

述べた。小泉『政教分離と宗教的自由』（法律文化社、１９９８年）６９頁。これは日本
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おいてはもちろんのこと、法解釈においてさえも主観的感情が入り込む

などして振幅が大きくなる傾向があ�る�。それだけに、政教分離原則に関
（８）

する比較法的研究においても、各国における論争の一方当事者の主張を

過大評価するなどして、適切さを欠くことが懸念される。この意味にお

いて、各国の政教分離原則に関する法状況を適切に分析し、効果的に比

較するために、国家の非宗教性および宗教的中立性という２つの客観的

な視点に着目することが有効である。さらに、このような比較検討の積

み重ねにより、わが国における政教分離原則の解釈、適用のあり方に有

益な示唆を得ることも期待できよう。

　�　トルコはムスリムが国民の９９パーセントを占めるイスラムの伝統

が強い国である。しかしトルコではライクリッキ（�������）という独自の

政教分離原則が憲法で詳細に規定されてい�る�。また、トルコでは、この
（９）

原則をめぐり国論を二分する激しい政治論議が交わされてきた。実際こ

の国ではライクリッキに関して劇的な現象が繰り返されてきた。このた

め、トルコは世界で政教分離をもっとも強く意識してきた国の１つだと

言えよ�う�。
（１０）

を含め政教分離を憲法原則とする諸国で多かれ少なかれ妥当しよう。

（８）　例えば、愛媛玉串料事件最高裁判決（最大判平成９・４・２民集５１巻４号１６７３

頁）において、三好達・最高裁判所長官は、県費による靖国神社への玉串料奉納

を合憲と判断するなかで、わざわざ「心の問題」に言及していた。

（９）　だが、よく言われるように「ムスリムが多数を占める国で政教分離を宣言し

ているのはトルコだけ」というのは正確ではない。イスラム国で憲法上政教分離

を定める国はトルコ以外にもある。マリ、セネガルなどフランス語圏のアフリカ

諸国がそれである。�������	
���
����������������������������	
����������������

�������������������	
�������������

（１０）　しかしながら、わが国ではこれまでトルコ憲法やトルコ法の研究は多くなく、

当然のことながらトルコの政教分離を憲法学的に検討した研究もきわめて少なか

った。小泉「トルコ憲法における政教分離と民主主義――政教分離とイスラム主

義政党――」甲南法学４４号１・２号（２００３年）２３頁など。なお、ライクリッキに

関する政治学的研究の成果である次の文献は、その憲法学的検討においても有益
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　それでは、ライクリッキの原則は、国家の非宗教性および宗教的中立

性という２つの観点からどうみることができるのであろうか。本稿は、

トルコ憲法におけるライクリッキの原則を、主として憲法規定およびそ

の適用のあり方に着目し、この２つの観点から客観的に分析することを

目的とする。

　私は次のような手順でこの目的に迫りたい。まず、ライクリッキの原

則が歴史的にどう成立したか、またそれが今日に至るまでどう展開した

かを振り返る（第１節）。次に、トルコの現行法においてライクリッキの

原則がどう規定され、またそれがどう適用されているかをみる（第２節）。

これらを踏まえ、国家の非宗教性の観点および国家の非宗教性の観点か

らライクリッキの原則を分析する（第３節、第４節）。最後に、これらの

分析を踏まえライクリッキの原則に関して若干の考察を加える（第５節）。

第１節　ライクリッキの成立と展開

　１　ライクリッキの成立

　シャリーア（イスラム法）を国家法としていたオスマン帝国のタンジ

マート期から、トルコは近代化、西欧化を目的として国家の非宗教化が

始まった。その動きを基礎として、トルコ革命に始まる一党支配の共和

制期にライクリッキの原則が成立した。以下、この経緯を追いかけると

ともに、成立したライクリックを概観しよう。

　�タンジマート

　オスマン帝国は、相次ぐ対外戦争での敗北に軍事的劣位を自覚しつつ、

帝国存続をめざして１８３０年代からタンジマート（��������）と呼ばれる

である。澤江史子『現代トルコの民主政治とイスラーム』（ナカニシヤ出版、２００５

年）。その他ライクリッキに関する研究成果として、内藤正典『アッラーのヨーロ

ッパ　移民とイスラム復興』（東京大学出版会、１９９６年）、内藤編著『トルコから

世界へ　イスラームと西欧化のはざまで』（明石書店、１９９８年）、内藤『イスラー

ム戦争の時代　暴力の連鎖をどう解くか』（日本出版協会、２００６年）など。
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西欧化の改革を進めた。タンジマートでは様々な改革があったが、その

中で国家の非宗教化の観点で注目されることは、ムスリムと非ムスリム

の平等、および法の改革である。前者について１８５６年の改革勅令におい

て様々な領域での平等が強調さ�れ�、また教育においてムスリムと非ムス
（１１）

リムの共学での近代教育システムが整備され�た�。
（１２）

　他方、法の改革では、ヨーロッパ諸国の法に基づき立法作業が進めら

れ、またその各法に関する係争を裁判する法廷も設置された。だが、そ

れとともにシャリーア法廷（イスラム法廷）も存続したため、シャリー

アとヨーロッパ諸国から継受した法が並行して適用され�た�。また、１８６８
（１３）

年には、フランスのコンセイユ・デタ（�������	
�����）をモデルとし、

法律案の起草を主要な任務とする組織としてダヌシュタイ（����������）�　が
（１４）

創設された。

　さらにこの時代に近代憲法も制定された。すなわち１８７６年に制定され

たオスマン基本法（ミドハト憲法）がそれである。この憲法は、１８７５年

のフランス憲法および１８３１年のベルギー憲法に倣って制定されたもので

あり、自由主義的な立憲君主制憲法であった。１８７６年憲法は当時の国情

に合わなかったため７８年に停止されたが、１９０８年の青年トルコ革命の後

に復活した。

　以上のような１９世紀の西欧化には、トルコの著名な憲法学者エルグン・

（１１）　新井政美『トルコ近現代史』（みすず書房、２００１年）５４―５５頁。

（１２）　新井・前掲注１１・６６頁。

（１３）　こうした二元体制は混乱を生じさせた。ネヴィス・デレン＝イルディリム

（勅使河原和彦訳）「トルコ法概論」比較法３８巻２号（２００５年）２４０頁。

（１４）　����������は、「国家評議会」または「参事院」と訳されるが、その語感はダ

ヌシュタイには似合わないので、本稿では「ダヌシュタイ」とカタカナ表記した。

ダヌシュタイは、今日、行政事件の最高裁判所であるとともに、法律案などにつ

いての法的意見を出す権限を持つ（１９８２年憲法１５５条）。この点でもダヌシュタイ

はコンセイユ・デタに類似する。これは、わが国では最高裁判所と内閣法制局と

を一緒にした組織にほぼ相当する。
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ウズブドゥンらによる次の記述が示すように、ライクリッキに向かう国

家の非宗教化がすでに明確であった。「法とシャリーア、世俗教育と宗

教教育との二元制がアタテュルクの改革まで存続したが、近代化と世俗

化への傾向はすでにまったく明確であった�」。�　
（１５）

　�一党支配の共和制における改革

　第一次世界大戦での敗北の後、トルコは、諸外国による分割統治とい

う危機的状況下で独立戦争に勝利し、１９２３年のローザンヌ条約を勝ち取

った。この独立の前から、後にアタチュルクという尊称を受けるムスタ

ファ・ケマル（��������	
���）らによる共和制樹立をめざす次のような

動きが始まった。１９２０年４月にオスマン帝国政府（イスタンブール）と

は別にアンカラに大国民議会が招集された。その議会は、１９２１年１月２０

日に、「主権が無条件に国民に属する」（１条）と宣言する「基本組織�法�」
（１６）

を制定した。さらに、議会は翌年１０月スルタン制を廃止し、共和制を樹

立した。

　その後、ケマルらの改革者（ケマリスト）は、トルコをトルコ人から

なる強い独立の国民国家とすることをめざした（１９２４年憲法８８条１項）。

そのため、トルコは「近代文明」の域に到達すべく、近代化、西欧化の

（１５）　������������������	
�������������������	��������	
���	��������������������

���������	�
������������������	
���������
��	�������������	
���������������

���������	�

（１６）　���������������������	
	
����	
	�������　なお、本稿は旧憲法等のテキストを

次の文献に準拠している。�������	�
������������������������������	
���
����

������������������	�����������		
�　また、トルコの各憲法に関する邦語参考文献と

して次のものがある。「トルコ共和国憲法」衆議院法制局ほか『和訳各国憲法集

（２３）』（１９５５年）、『和訳各国憲法集』、榎原猛「トルコの憲法」大石義雄『新訂・

世界各国の憲法典』（有信堂、１９５９年）５１９頁以下、佐藤幸治「トルコの憲法」京

都大学憲法研究会『新訂増補世界各国の憲法典』（有信堂、１９６５年）５４１頁以下、

浦野起央・西修『資料体系アジア・アフリカ国際関係政治社会史第７巻憲法資料

（中東）』（パピルス出版、１９７９年）４３７頁以下。
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ための改革を推進していくことになった。その改革の中心となったのが

国家の非宗教化であった。というのは、改革者にとって宗教は近代化の

プロセスのもっとも重大な障害であったからである。彼らは、宗教にお

いてオスマン帝国の崩壊の責任を負う保守的で反動的な勢力をみた。ま

た実際、改革への抵抗が宗教的な面を帯びていたのであ�る�。
（１７）

　ところで、その議会では、当初、宗教職出身議員が多く、彼らはケマ

ルが断行しようとした改革に反対してい�た�。そのため、例えば１９２４年に
（１８）

制定された革命後の最初の憲法である「基本組織�法�」（１９２４年憲法）にお
（１９）

いて、そうした反対派に妥協して「トルコの国教はイスラムである」（原

初の２条）と規定された。これに対してケマルは、自己を支持する議員

グループで１９２３年に共和人民党（��������	
�������
���（���））（１９２４

年まで「人民党」（������������））を結成させ、選挙において反対派を議

会から排除した。その後、議会では１９２４年に進歩主義者共和党（������

���������	
��
������������）、１９３０年に自由共和党（��������	
��
�����

�������）と一時的に野党が存在することがあった。だが、基本的に１９４６

年まで共和人民党がトルコ大国民議会の議席を独占し続けた。このよう

に、民主化をも意図する国家の非宗教化など近代化が、民主的とは言え

ない一党支配体制の下で追求された。この事実はトルコのライクリッキ

の性格をみる上で重要であろう。

　�ライシテに着想を得たライクリッキ

　国家の近代化を目的とした国家の非宗教化政策は、フランスのライシ

（１７）　�������	�
�����������	
��
���	���	����������������������������������	
�������������

��������	�
��������	��������������������������	�
���������������	
�����	�����

���������	
�　新井・前掲注１１・２１２頁など。

（１８）　間寧「トルコの民主化・宗教自由化とイスラーム運動の発展」私市正年・栗

田禎子編『イスラーム地域の民衆運動と民主化』（東京大学出版会、２００４年）２７６

―２７７頁。

（１９）　���������������������	
	
�����������
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テ（�������）に着想を得て行われた。この点はトルコ語のライクリッキが

フランス語のライシテを語源としたという事実に象徴的に示される。実

際、トルコでも、フランスと同様に良心の自由の保障や宗教の私事化が

図られた。ケマルは議会で良心の自由について次のように述べ、それに

最大の保護を求めた。「いかなる宗教の準則に関して、各人は自由に自

らが望むことを考え、信じ、自らが満足する政治的見解を持ち、および

自らに適するいかなる方法で行為することができ�る�」。事実、良心の自
（２０）

由および宗教の自由は１９２４年憲法で規定された（７０条、７５条）。

　他方、宗教の私事化について、１９２４年憲法がライクリッキの原則を明

示した１９３７年に、ケマルの下で内務大臣であったシュクリュ・カヤ

（����������）は次のように述べた。「ライクリッキにより、われわれは

宗教が国家の諸事項に影響を及ぼすことを妨げることを望む。イスラム

以外のいかなる宗教も、その擁護者としてトルコ人のような力強く熱中

する国民を見いださなかった。……諸宗教は良心およびモスクの中にと

どまらなければならず、世俗権力の事項および世界の営為に関わっては

ならな�い�」。
（２１）

　�さまざまな領域に及んだ国家の非宗教化政策

　ところが、近代文明化を意図していた国家の非宗教化は、以上のこと

に限られるものではなかった。トルコのライクリッキは、フランスのラ

イシテなどに比べはるかに広範な領域に及ん�だ�。この点について、フラ
（２２）

ンス人研究者ジェラール・グロスは次のように述べた。「〔ライクリッキ〕

は、１９２０年と１９３７年との間に着手された改革により実現が図られた近代

化という目的のための社会変革の努力であ�る�」。
（２３）

（２０）　�������	
��������������	��	���������������	
������������	����
������

�������������	��
�����

（２１）　�����������	�
�������������������������������������������	
������������	
���������

������������	
�����
���������������	����������������������	
��

（２２）　��������������������	��
�����
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　この時期に断行された非宗教化政策には次のものがある。なお、以下

の法令の多くは、現行の１９８２年憲法１７４条――１９６１年憲法１５３条もほぼ同

じ――に列挙された改革立法とされている。

　①カリフ制の廃止　　カリフとは預言書ムハンマドの代理を意味する

イスラムの宗教的最高権威者を指す。オスマン帝国では皇帝であるスル

タンが同時にカリフの地位を兼ねていた（スルタン・カリフ制）。スルタ

ンが廃された後も、カリフ制が残ったが、１９２４年３月３日の法律により

カリフ制も廃止された。これに付随して４月８日にはシャリーア法廷も

廃止された。これによりシャリーア法廷と世俗法廷との二元体制は終わ

った。

　②イスラム神秘主義集団の閉鎖　　１９２５年１１月３０日の法律は、タリー

カと呼ばれたイスラム神秘主義集団の活動拠点となっていた修行場（テ

ッケ）および霊廟（テュルベ）を閉鎖した。この措置がとられた理由は、

タリーカが非宗教化政策に反対する勢力の中心であったということであ

る。つまり、非宗教化政策断行のためにこの措置が必要とされたのであ

る。

　③教育の非宗教化　　１９２４年３月３日の教育統一法（�����������	�
���

������）は、それまでイスラムが関与してきた教育機関を国民教育省が

統轄するとともに、これまでイマーム、ハティップなどイスラムの宗教

教師を養成してきた、高等宗教教育学校（メドレセ（�������））を閉鎖し

た。宗教教師の養成は神学部およびイマーム・ハティップ学校に委ねら

れたが、その後それらも廃止され�た�。さらに、１９３０年以降、漸進的に教
（２４）

育課程から宗教教育が除去されていった。

（２３）　�������	
��
����������	�
�����
��
�������������
�

���������������������������	�
���

���������	�
	���������
�

�������	
�������	�	���������������

（２４）　このようにトルコでは宗教教師養成教育も廃止された。この点は他国の政教

分離国とは異なる。宮崎元裕「トルコにおける世俗主義と宗教教育」江原武一編

著『世界の公教育と宗教』（東信堂、２００３年）２７３頁。
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　④社会生活の非宗教化　　文字、衣服、暦などの社会の日常生活にも

非宗教化は及んだ。文字については、１９２８年１１月１日の法律によりアル

ファベットのトルコ語が採用された。これまでトルコ語は、クルアーン

（コーラン）が書かれた言語であるアラビア語の文字が使われてきた。こ

の文字改革は、社会の非宗教化の重要な措置であると同時に教育の非宗

教化にも沿うものであった。衣服については、１９２５年１１月２５日の法律に

より、男性のトルコ帽（フェズ）の着用が禁止された。また女性のヴェ

ール着用もやめることが勧められた。さらに暦については、１９２５年１２月

２６日の法律で西暦が採用され、１９３４年１２月１７日の法律により休日がこれ

までの金曜日から日曜日に移された。このようにして、日常生活にしみ

こんでいた宗教的要素が徹底的に排除されていった。これはライクリッ

キがまさに日常生活の近代文明化を意味したことをきわめて明確にす�る�。
（２５）

　⑤西欧の法典の採用　　西欧諸国の法を手本として非宗教的な法体系

が整備された。１９２６年にスイス民法をモデルとして民法典が制定された

のを始めとし�て�、フランス商法などを模範にした商法典、イタリア刑法
（２６）

に倣った刑法典等が制定された。

　⑥男女平等化　　民法典による一夫一婦制の制度化、男女共学などに

より男女平等が進められるとともに、女性のヴェール着用をやめるよう

に奨励された。女性の参政権も、地方選挙に関して１９３０年４月３０日の法

（２５）　ライクリッキが近代文明化を意味していたことは、後に女子学生のスカーフ

着用がライクリッキに関して大きな論争の的となったことに関わる。というのは、

世俗派はスカーフ着用が近代文明に合わないとみて、それに反対したからである。

憲法裁判所もスカーフ事件判決などにおいてライクリッキを近代文明に関連させ

る解釈を示した。後掲注７４参照。�������	
	���������������������������������	�
����

���������	�
����������������������������������	
����������������	
���

��������	
�����������������	
��	�����������	���
�������������	
���������������������������

�������	
����	�����	���	���―����

（２６）　参照、塙陽子「トルコ民法の近代化とイスラーム法」千葉正士編『アジアに

おけるイスラーム法の移植』湯浅道男教授還暦記念（成文堂、１９９７年）２７５頁以下。
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律により、国政選挙については１９３４年１２月８日の法律により認められた。

　以上のような国家の非宗教化政策が推進されるなか、ライクリッキが

憲法原則とされるようになった。まず、１９２８年には１９２４年憲法の前述の

２条にあったイスラム国教条項が削除された。次いで、１９３７年には、同

じく２条に規定されたケマルが推進した基本原則（ケマリズム）のなか

にライクリッキが付け加えられた。

　�国家の宗教統制

　国家の非宗教化により宗教の自由が保障され、宗教が国と切り離され

私事とされたが、それは宗教を国家から切り離すこと、すなわち宗教に

よる政治への介入の禁止に重点が置かれた。これに対し、国家を宗教か

ら切り離すこと、またこれにより宗教の自律を尊重することは、国家の

非宗教化において重要ではなかった。というのは、共和制の下での改革

後も国家が宗教を統制し続ける面が強く見られたからである。

　この点を象徴的に示すのは宗務庁（�������	�
�

�������������������）である。

１９２４年にシャリーア・ワクフ省が廃止されたとき、それに代わりワクフ

局（�����������	���
�����������）とともに宗務庁が設置された。宗務庁は、

今日までモスク、ムスリムの礼拝や儀礼に関する行政を担当している。

このように国家による宗教の統制において共和国はオスマン帝国との連

続性を持つ。さらに、後述のように公立学校での宗教教育なども考慮す

ると、共和国は宗教統制をむしろ強化してきたともいえる。

　国家による宗教統制の背景として、トルコにおける宗教的一元化、換

言すれば宗教的多様性が弱まったという事実を指摘できる。正教徒であ

るアルメニア人が第一次世界大戦中に虐殺されたこと、戦後ローザンヌ

条約に基づき、トルコ領内でのギリシア正教徒とギリシア領内のイスラ

ム教徒とで住民の強制交換が行われたことなどにより、トルコにおいて

ムスリムの比率が高まった。さらに、ムスリムの中でも、前述のテッケ

の閉鎖などによりスンニー派以外を抑圧したのである。
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　このような国家の宗教統制は国家と宗教の分離とは全く相容れないも

のであり、これをどう評価するかにつき見解は分かれる。それを、イス

ラムを国民のアイデンティティとして宗教を国家のイデオロギー装置と

するものという見方があるが、国家の近代化がライクリッキの目的であ

ること、およびトルコで国家介入主義が強いことを考慮すれば、イスラ

ムを近代文明に合う宗教に国家がイスラムを改革するというものだとみ

ることもできよう。フランス人トルコ研究者のエリス・マシカールは、

ケマリストの改革を、イスラムを国家イデオロギー装置とするものとみ

ながらも、次のように述べた。「改革は、イスラムを根絶することではな

く、それを啓蒙された近代的な宗教にすることを企図した。その宗教は

文明的と形容しうる計画に組み入れられた�」。�　
（２７）

　２　ライクリッキの展開

　ライクリッキの原則は一党支配期には安定していたが、トルコで複数

政党制が始まるとライクリッキに反する活動が顕現化するとともに、ラ

イクリッキを支持する側とそれを崩していこうとする側で抗争が生じた。

こうしたなかライクリッキはどのように展開していったのか。これをみ

ることは、今日のライクリッキの原則に関する法状況を分析するうえで

も必要である。

　�複数政党制の下での展開

　１９４５年にトルコで複数政党制の導入が決定された。この後、諸政党が

選挙でイスラム教徒の支持を得るために、イスラム教徒の便宜を図る政

策をとるなどして、イスラムを政治的に利用する動きが始まった。その

結果、ライクリッキが後退し、緩和される現象がめだつようになった。

共和人民党までもが、他党との競争のため非宗教化政策を緩和する姿勢

（２７）　�������	���
	��������	���	������������������	
��	������	���	���
�	
����������

�������	
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を示した。１９４８年に同党が国家の監督の下に宗教教育を行うことを決定

したのは、その現れである。この結果、初等教育において課外の宗教教

育が認められるようになった。この動きは、後述の民主党政権下で、イ

スラム教師養成機関であるイマーム・ハティップ学校および神学部が復

活することにつながった。

　共和人民党の離党者で結成された民主党（�������	
���	�）は、イスラ

ム主義派の支持を得て、１９５０年の総選挙で勝利し政権を掌握した。民主

党政権は、宗教教育を拡充させるとともに、アラビア語でのエザーン

（������）�　を復活させた。こうした非宗教化の緩和の背景として、一党体
（２８）

制の下で抑圧されてきたイスラムの復興現象も指摘できる。具体的には、

ケマル生存中には潜伏していたタリーカなど宗教勢力が復活するととも

に、またモスク建設が増加し、宗教教育に対する関心も高まり、民衆の

イスラムの実践（金曜礼拝、スカーフ、断食、巡礼）も高まったのであ�る�。
（２９）

　民主党政権における経済政策の破綻、言論統制などともにライクリッ

キの軽視が１９６０年の軍事クーデターを招いた。クーデター後の軍政下で、

制憲議会（����������	
�）として各政党のほか各層の代表からなる代表

者議会（����������	
������）が同年１２月に設置さ�れ�、これが新憲法の草
（３０）

案を審議し、憲法案を採択した。この憲法案は、１９６１年７月９日の国民

投票で約６２パーセントの賛成を得て「トルコ共和国憲法」（１９６１年憲�法�）
（３１）

となった。第二共和制憲法である１９６１年憲法は、全般的に国民の人権保

（２８）　エザーン（アザーン）はモスクでの礼拝の呼びかけのことであり、一党支配

時代にはトルコ語で行われていた。

（２９）　新井・前掲注１１・２４５―２４８頁、澤江・前掲注１０・２５７―２５９頁、間・前掲注１８・

２７９―２８３頁など参照。
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����

��������������������	�
�����������������������������������	�����
�������

��������	�
��
�
����

（３１）　���������	
�	������������������������	
�������������
����������
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障を強化し、政党結成の自由も規定した（５６条）。その反面、同憲法は、

政党にライクリッキ原則の遵守義務を課すとともに（５７条１項）、ライク

リッキに密接に関連する改革立法に対する憲法的保護も規定するなど、

ライクリッキの原則を強く保護する姿勢も示した。また、１９６１年により

設置された憲法裁判所もライクリッキの原則を維持することに大いに貢

献することになる。

　民政移管から１９６５年までは共和人民党を中心とする連立政権が続いた

が、その後、民主党の後継政党である公正党（�������	�
����）が政権を

握った。その公正党政権はイスラム寄りの政策をとった。また同政権の

ときに、イスラム世界全体でイスラム主義が高揚したのに刺激を受け、

トルコでもイスラム復興の動きが再燃した。こうした動きのなかで、７０

年にトルコで初のイスラム政党である国民秩序党（��������������	
���）

が結成された。これに対して軍部が７１年に議会に文書で警告を発した結

果、公正党内閣が総辞職し、軍部の影響を受けた内閣が成立した。こう

したなか、国民秩序党は７１年に憲法裁判所から解散判決を受け�た�。
（３２）

　７３年の総選挙で政党内閣が復活したのち１９８０年まで、共和人民党また

は公正党を中心とする連立政権が続いた。その間、国民秩序党の後継政

党であるイスラム政党の国家救済党（��������������	�
����）も、かなり

の期間、政権に参加した。そのため、この時期にイスラム寄りの政策が

さらに進められた。例えば７４年に初等中等教育に道徳という科目が導入

され、７５年には、中等職業教育学校に属するイマーム・ハティップ学校

の卒業生に大学進学資格を与えた。しかも、その進学資格は７５年には専

門領域の神学部のみであったが、後に他の学部にも広げられた。こうし

た措置は、イマーム・ハティップ学校の生徒数を急増させた。国民救済

党が、公然とライクリッキを批判し、シャリーアの復活を求める大衆行

動を組織するようになっ�た�のも、こうした文脈においてである。
（３３）

（３２）　小泉・前掲注１０・５９頁。
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　�第三共和制の下での展開

　�ａ １９８０年のクーデター　　国軍は１９８０年のクーデターで再びライクリ

ッキに反する活動を押さえ込んだ。国家保安評議会（���������������

�������）が全権を握った軍政下の１９８１年６月に制憲議会として、国家保

安評議会により選出された議員からなる制憲諮問議会（������������	
	）

が設置された。制憲諮問議会は８２年７月に新憲法の原案を国家保安評議

会に提出し、国家保安評議会は同年１０月に憲法案を発表し、それが１１月

７日の国民投票で約９１パーセントの賛成を得て、新しい「トルコ共和国

憲法」（１９８２年憲�法�）となった。
（３４）

　１９８２年憲法は、１９６１年憲法に比べ詳細であるとともに、国民の自由を

制限し、国家機関の権限を強化するなどの特徴をも�つ�。ライクリッキに
（３５）

関しては、１９８２年憲法は、６１年憲法よりも関係する条項を増やすととも

に、ライクリッキを含む共和国の基本原則の憲法改正禁止を明確にし

（４条）、ライクリッキを防衛する姿勢をさらに強く示した。

　しかしながら、１９８２年憲法は、後述のように初等中等教育における必

修の宗教教育（２４条４項）という、宗教に関してこれまでのケマリズム

の流れとは異なる規定を設けた。これは、軍部が政治的安定のためにト

ルコで大多数を占めるイスラムのスンニー派を国家イデオロギーに取り

込もうとしたものとみられてい�る�。すなわち、１９８２年の憲法制定者は、
（３６）

共産主義を押さえて国民統合を図るためスンニー派を利用しようと企図

したのである。もっとも当然のことながら、この宗教教育にはライクリ

ッキの逆説的な展開をもたらしたという批判もあ�る�。
（３７）

（３３）　小泉・前掲注１０・５７頁。

（３４）　���������	
�	������������������������	
��������������
�����������

（３５）　小泉・前掲注１０・３０頁。

（３６）　澤江・前掲注１０・９６頁、間・前掲注１８・２８８頁。

（３７）　��������������������	��
���	��
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　�ｂ 世俗派とイスラム主義派との抗争　　民政移管後、１９８２年憲法の下

でも、イスラム主義派が勢力を盛り返し、イスラム政党がさらに勢力を

伸ばし、そのためライクリッキが危うくなることがあった。それに対し

て世俗派がその危機を押さえ込むという、これまでの図式が繰り返され

た。ただし、国家安全保障会議（���������������	
�
�
）や憲法裁判所と

いう憲法上の制度を介して行われた点はこれまでと異なった。

　１９８３年から９１年まで中道右派の祖国党（�����������	�
�
）による単独

政権が続いた。祖国党内閣は、宗教教育の拡充等に関してイスラム寄り

の政策をとり、社会のイスラム化を促進した。この結果、大学等でイス

ラムのスカーフまたはヴェールを着用する者が増えた。これに対して祖

国党はその着用を可能にする法律を制定させた。これが後述のスカーフ

事件に関する憲法裁判所の２つの判決を招いた。

　１９９１年以降２００２年まで連立政権が続くが、イスラム主義派の運動が進

展するなかイスラム政党の福祉党（��������	
���（���）�）����　が支持率を伸ばし
（３８）

た。同党は９５年の総選挙で議会第一党に躍進し、９６年に同党の党首を首

相とする連立政権を組織した。イスラム政党を中心とした初めての政権

はイスラム色の強い姿勢を示したため、９７年２月に国家安全保障会議は

ライクリッキの原則の厳格な適用を首相に求めて、連立政権を崩壊させ

た。それに続く祖国党を中心とする連立政権もライクリッキ強化の措置

を講じることを余儀なくされた。その措置の１つが義務教育の期間延長

である。これまで義務教育を初等教育の５年間のみとしていたのを、前

期中等教育をあわせて８年間を義務教育としたのである。これに伴いイ

（３８）　���������	
����を私はこれまで「繁栄党」と訳してきた（小泉・前掲注１０・５７

頁注（６７）参照）。この訳語は、���������	
����のフランス語訳が��������	�
���
������

であることからみても妥当と思われる。しかしながら、同党の英語名は���������

������であること、わが国では「福祉党」という訳語がすでに定着していること、

トルコでは「福祉国家」を���������	
����というなど�������に「福祉」と訳すべ

き場合があることから、本稿では「福祉党」と訳すことにした。
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マーム・ハティップ学校の前期中等教育が他の職業学校と同様に廃止さ

れ、その卒業生は専門以外の大学進学資格を失った。

　さらに、検察は福祉党にライクリッキ違反活動を理由に憲法裁判所に

同党の解散を求めて提訴し、憲法裁判所は後述のように解散判決を下し

た。その後継政党である美徳党（�������	
������）も２００１年に同様に解散

判決を受けた。これらの判決においてもスカーフ問題が一定の重みを持

っていた。

　�ｃ 公明発展党政権　　この後イスラム主義派は穏健派のみで公正発展

党（�������	��
������������	
	（���））を結成した。同党は２００２年のトル

コ大国民議会議員総選挙で過半数の議席を得て単独内閣を組織した。

２００７年の総選挙においても同様の結果でイスラム政党の単独政権は続い

た。選挙での大勝利を受け、公正発展党は同年８月に同党のアブドゥラ

ー・ギュル（��������	
��）大統領に選出させた。その際には公正発展

党は野党第一党である共和人民党の反対――理由はギュル夫人がスカー

フを着用していること――を押し切った。さらに、２００８年２月に、後述

のように公正発展党は大学で女子学生がスカーフを着用するのを可能に

する憲法改正を行う法律案を議会に提出した。法案は、議会第３党の賛

成も得て憲法改正に必要な総議員の３分の２の賛成（１９８２年憲法１７５条

５項）で可決され、それは大統領の署名を得て官報で公布され�た�。
（３９）

　こうした活動に対して、共和人民党は同月２７日に憲法裁判所に対して

憲法改正がライクリッキ違反を理由に憲法改正の無効判決を求め憲法裁

判所に提訴した。これに続き、同年３月に検察は公正発展党のライクリ

ッキ違反を理由に同党の解散を求める訴えを提起した。前者の訴えに対

して憲法裁判所は、同年６月に憲法改正に関する法律の違憲判決を宣告

した。後者の訴えに対して、憲法裁判所は後述のように同年７月に公正

発展党のライクリッキ違反を承認したが解散請求を斥ける判決を宣告し

（３９）　���������	
����������	����������������������	
������������
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た。このようにして、スカーフ問題において世俗派とイスラム主義派と

の対立が続くだけでなく、それがさらに深刻化しているように見え�る�。
（４０）

　３　ヨーロッパ人権裁判所によるライクリッキの支持

　今日トルコの人権法は、ＥＵ法およびヨーロッパ人権条約から大きな

影響を受けている。ライクリッキの原則および宗教の自由については、

主として後者が関わる。ところで、ヨーロッパ人権条約を適用するヨー

ロッパ人権裁判所は、トルコにおけるライクリッキの原則を支えている

ようにみえる。ライクリッキに関する今日の法状況を把握するには、こ

の事実もよく考慮する必要がある。

　�ヨーロッパ人権裁判所の福祉党判決

　ヨーロッパ人権条約（以下、「人権条約」という）は宗教の自由を規定

するほか政教関係には沈黙する（９条）。����　しかしながら、同条約を解釈適
（４１）

用するヨーロッパ人権裁判所（以下、「人権裁判所」という）は、トルコ

におけるライクリッキの原則に関する事件で、同原則を高く評価しつつ、

トルコのとったライクリック防衛措置の条約適合性を肯定してきた。そ

の典型的な例として、２００３年２月１３日の福祉党判決および２００５年１１月１０

日のレイラ・シャヒン判決を挙げることができる。

　福祉党判決に至る経緯は次のとおりである。トルコの憲法裁判所が前

述のように１９９８年に同党解散判決を下した後、福祉党およびその幹部は、

（４０）　この状況には「国家の価値と民主主義の相克」が見られる。大曲祐子「ムス

リムの国トルコのスカーフ問題　世俗主義とイスラーム主義の相克」内藤正典・

阪口正二郎［編著］『神の法���人の法――スカーフ論争からみる西欧とイスラー

ムの断層』（日本評論社、２００７年）２６７頁。また、それは立憲主義と民主主義との

緊張とみることもできる。

（４１）　ヨーロッパ人権条約と政教関係につき参照、小泉「国際人権保障と政教関係

――ヨーロッパ人権裁判所の判例におけるライシテの原則――」甲南法学４７巻４

号（２００７年）３１頁以下。
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同党の解散が結社の自由を定めた人権条約１１条等に違反するとして、人

権裁判所に提訴した。人権裁判所第３小法廷は２００１年７月３１日判決にお

いて本件解散を人権条約に適合するものと判断し、申し立てを斥け�た�。
（４２）

これに続き本件は人権裁判所大法廷に付託された。

　大法廷は、２００３年２月１３日に、１７名の裁判官全員一致で本件解散の条

約適合性を認める判決を下し�た�。この結論は、人権条約１１条に関するこ
（４３）

れまでの判例に従うとともに、ライクリッキの原則に関する次のような

判断に基づくものであっ�た�。
（４４）

　人権条約審査機関は、ライクリッキの原則が法の優位および人権と民主

主義の尊重と一致する〔トルコの〕建国の諸原理の一つであると考えた。

この原則を尊重しない態度は、宗教を表明する自由に属するものと必ずし

も認められるとは限らず、人権条約９条が行う保護を受けることはできな

いであろ�う�。
（４５）

（４２）　�������		�����������	

�����������������	�	��������	
�����������������������	�

��������	
����	����
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�������
����������������	
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����������������	
�������������������������	�
�������������

��������	
����������������������������������	��
�����　ヨーロッパ人権裁判所の判

決文は、同裁判所のウェブサイトでみることができる。����������	
�����������

��������	
��������������������	

�	���������������
����������	
���

（４３）　�������	
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��	���		��������������������	
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��������	
����������������	
�	���	������������������	
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���������	��
��	�����������������������	
��　小泉・前掲注１０・６０頁も参照。

（４４）　本稿ではヨーロッパ人権裁判所のフランス語の判決文を参照している。その

判決文にある���������を、本稿では「ライクリッキ」と訳している。

（４５）　������������	�
����������
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　当裁判所は、イスラムの神権政治体制がすでにオスマン・トルコの法の

歴史において認められたことにも注目する。トルコは旧神権政治体制の解

体および共和制の樹立の時、イスラムおよび他の諸宗教を私的な宗教実践

の領域に封じ込めるライクリッキの着想を選択した。民主主義制度の存続

についてのトルコにおけるライクリッキの原則の重要性を想起して、当裁

判所は、トルコ憲法裁判所がシャリーアを確立することを企図する福祉党

の政綱を民主主義と適合しないと考えたとき同裁判所が正当であったと考

え�る�。
（４６）

　�ヨーロッパ人権裁判所レイラ・シャヒン判決

　レイラ・シャヒン判決では、スカーフを着用する学生に講義等への出

席を禁止する大学の通達が人権条約９条、第一議定書２条（教育を受け

る権利の規定）などに違反するかどうかが問われた。人権裁判所第４小

法廷は、２００４年６月２９日に条約違反はなかったという判決を下し�た�。さ
（４７）

らに本件は人権裁判所大法廷に付託され、大法廷は２００５年１１月１０日に本

件の条約適合性を認める判決を下した（１名の裁判官の反対意見があ�る�）。
（４８）

本判決においても、大法廷は、人権条約９条に関する判例に従いつつも、

ライクリッキを次のように評価して、条約適合性を理由づけた。

（４６）　�������������

（４７）　�������		�����������	
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　小泉・前掲注４１・４８頁。
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　〔トルコの〕憲法裁判所は、……民主的諸価値を保障するライシテが自

由と平等との接合点であると考えた。この原則は、ある特定の宗教または

信仰に対し好意的態度を示すことを国に禁止し、このようにして国を不偏

な審判者の役割に導き、必然的に宗教の自由および良心の自由を含意する。

この原則は、国の恣意的な介入に対してのみならず、過激集団から発せら

れる外的な圧力に対しても個人を保護することを目的とする。

　第４小法廷が正当に強調したように、当裁判所は、このようなライクリ

ッキの考え方を人権条約の基底にある諸原則を尊重するものと考える。当

裁判所は、確かに法の優位ならびに人権および民主主義の尊重と適合する

トルコの建国原理の一つである、ライクリッキの原則がトルコにおける民

主的システムの保護に必要なものとみなされうることを確認する。この原

則を尊重しない態度は、宗教を表明する自由に属するものと必ずしも認め

られるとは限らず、人権条約９条が行う保護を受けることはできないであ

ろ�う�。
（４９）

　しかも、人権条約は、次のようにライクリッキの原則がスカーフ着用

を禁止するための正当な根拠となりうることを示唆した。この点は、後

述するトルコ憲法裁判所の判断と一致するだけに注目に値す�る�。
（５０）

　大法廷は、〔第４〕小法廷の次の判決理由を斥けるいかなる適切な理由

も見いだせない。

　「〔トルコの〕憲法裁判所に倣い（……）〔訳注　原文どおり、以下同じ〕、

当裁判所は、トルコの文脈においてイスラムのスカーフに取り組むとき、

（４９）　���������������������	
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��������―������������������	


（５０）　かつてヨーロッパ人権委員会も同様の判断を示した。�����������	
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強制的な宗教的義務と示され、またはそう感じられるこの象徴物の着用が

それを身につけない者に対し持ちうるインパクトを無視することはできな

いであろう。……人口の大部分が女性の権利および非宗教的な生活様式へ

の深い愛着を表明しながらもイスラムを信奉する国において、とくに『他

者の権利および自由』および『公の秩序の維持』が問題となっている。し

たがって、これに関する制限は、トルコの裁判所が示したように（……）、

この宗教的象徴物がトルコで過去数年の間に政治的な重要性を獲得しただ

けに、これら２つの目的を達成するための『特に重要な社会的必要』に対

応するものとみなされうる」。……「上記の文脈の照らすと、大学におけ

る宗教的象徴物の着用の禁止を理由づけた主要な理由は、憲法裁判所によ

り解釈されたライクリッキの原則であ�る�」。
（５１）

　以上のように、人権裁判所は、トルコのライクリッキを人権条約の基

本的価値と適合するものと評価し、トルコにおけるその重要性を言明し、

このようにしてライクリッキに関するトルコ憲法裁判所の立場に「お墨

付き」を与える。ここにおいて、人権裁判所がライクリッキおよびそれ

に関する憲法裁判所の判例の強力な支持者となっている事実を見ること

ができよう。今日、トルコの国内裁判所は人権裁判所の判例を大いに参

照�し�、学説もその判例に注意する傾向がますます強くなってい�る�。それ
（５２） （５３）

だけにライクリッキおよびそれに関するトルコ国内判例と一致する人権

裁判所の姿勢は、親イスラム政権も含めトルコに対し大きなインパクト

を持ちうるであろ�う�。
（５４）

（５１）　���������������������	
��
��������―������������������	


（５２）　宗教教育に関するダヌシュタイの２００８年２月２９日判決（後掲注１４３）を参照。

（５３）　トルコの憲法概説書は人権裁判所判例をよく引用する。例えばカボールは宗

教の自由に関して福祉党判決とレイラ・シャヒン判決を参照する。������������

���������	
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（５４）　この意味で次のような見解には疑問を感じる。「世俗主義の原則、すなわち、
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第２節　実定法におけるライクリッキ

　１　ライクリッキに関する規定

　ライクリッキの原則は、前節にみた成立と展開を経て今日１９８２年憲法

に規定されてい�る�。ライクリッキに関する条項は多く、しかも詳細であ
（５５）

る。さらに多くの法律にも、ライクリッキに関する憲法規定を具体化す

る規定がある。これらのライクリッキに関する実定法規定を知ることは、

ライクリッキの原則を憲法学的に考察するうえで必要不可欠である。以

下、憲法規定と法律規定とに分けてみることにしよう。

　�ライクリッキに関する憲法規定

　�ａ 共和国の基本原理に関する規定　　１９８２年憲法は、トルコを共和国

と規定した後（１条）、共和国の基本原理を２条で次のように定める。

「トルコ共和国は、……アタテュルク精神に忠実で、……民主的、非宗

教的および社会的な法治国家である」。このように憲法はライクリッキ

を共和国の基本原理であることを明確にする。この点は、２条のほかに、

「ライクリッキ原則が要請するように、神聖な宗教感情が国家事項およ

び政治に絶対に干渉してはならない」と宣言する憲法前文でも示される。

また、憲法学者のユルマズ・アリエフェンディオールは、国民主権を定

める６条においてもライクリッキの趣旨を読みとる。彼によれば６条は

主権の源が神ではないことを示すものだからであ�る�。
（５６）

　ところで、１９８２年憲法は、共和国の基本原理とりわけライクリッキの

原則を強く保護または維持する姿勢を示す。これを示すものとして次の

行政、司法、立法、そして公教育には、決してイスラームをもち込まないという

ルールは、いまＥＵ加盟を前にして、少しずつ崩壊への道を歩んでいる」。内藤

『イスラーム戦争の時代』前掲注１０・１９１頁。

（５５）　以下の１９８２年憲法諸規定につき参照、小泉・前掲注１０・８４―９１頁。

（５６）　����������	
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４点を挙げることができる。

　第１は基本原則に関する憲法改正の禁止である。１９８２年憲法は共和制、

共和国の基本原則などを改正することを明示的に禁じる（４条）。これに

よりライクリッキの原則を改正することは、１９８２年憲法上、不可能であ

る。実はこの点でトルコはフランスとは異なる。フランスの１９５８年憲法

はライシテを共和国の基本原理とするが（１条）、その改正を禁止してい

ないからである（８９条５項参照�）。�　
（５７）

　第２は基本原理破壊を目的とする権利濫用の禁止である。１９８２年憲法

は、憲法上の権利・自由を、「国土および国民からなる国家の不可分な一

体性を害し、人権に依拠した民主的かつ非宗教的な共和制を除去するこ

とを目的とする行為に用いられてはならない」と定める（２００１年改正後

の１４条）。なお、同憲法は権利・自由の制限がライクリッキの原則に適合

することも命じる（２００１年改正後の１３条）。

　第３は議会議員および大統領の基本原理遵守の宣誓義務である。１９８２

年憲法は、議員および大統領に就任時に「非宗教的な共和国」などの諸

原則に忠実であることを宣誓することを義務づけている（８１条、１０３条）。

　第４は政党の基本原理遵守義務である。後述のように、これにより、

ライクリッキに違反する活動を行う政党が解散されることがある。

　以上をみると、１９８２年憲法には、共和国の基本原理としてのライクリ

ッキを強く保障するため、ライクリッキを侵害する者には憲法上の自由

を認めないというような仕組みがあることが分かる。これは「たたかう

民主主義」――トルコ憲法ではこの性格も強い――ならぬ「たたかうラ

イクリッキ�」�　と言えるものである。
（５８）

（５７）　もっとも、フランスでもライシテの原則を憲法改正の限界とみる憲法学説が

ある。小泉『政教分離の法――フランスにおけるライシテと法律・憲法・条約』

（法律文化社、２００５年）１１１頁。

（５８）　小泉・前掲注１０・７９―８０頁。
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　�ｂ 宗教の平等と自由に関する規定　　１９８２年憲法は宗教の平等を次の

ように規定する。「すべての個人は、言語、人種、皮膚の色、性別、政治

的思想、哲学的信条、宗教および宗派またはこれに準ずる理由によって

差別されることなく、法の前に平等である」（１０条１項）。

　さらに同憲法は宗教の自由も１４条で詳しく定める。同条１項では「良

心、宗教的信仰および信念の自由」を、２項では「礼拝、宗教的儀式お

よび式典」の自由を、３項では、宗教的儀式・式典への参加、および宗

教的信仰・信念の表明が強制されないことを規定する。他方で、５項は、

次のように、ライクリッキに反する目的などのために宗教的感情を濫用

することを禁止する。「何人も、国の基本的な社会的、経済的、政治的お

よび法的な基本秩序を部分的であっても宗教の規則に基づかせるため、

もしくは、政治的または個人的利益または影響力を確保する目的で、い

かなる形であっても、宗教または宗教的感情もしくは宗教により神聖と

される事物を利用し、または濫用してはならない」。

　�ｃ 教育に関する規定　　１９８２年憲法は教育の領域で次のようにライク

リッキの原則を示す。「教育および訓育は、アタテュルクの原則と改革

の方針で、現代科学および教育方法に基づき、国の監督の下に行われる」

（４２条２項）。

　�ｄ 政党に関する規定　　同憲法は次のように政党にライクリッキの遵

守を義務づける。「政党の党則、綱領および活動は、国の独立、領土およ

び国民からなるその不可分の全体性、人権、平等及び法治国家の原則、

国民主権、民主的かつ非宗教的な共和国の諸原則に違反してはならな

い」（１９９５年改正後の６８条４項）。政党が、これに違反してライクリッキ

違反活動の中心となった場合には、憲法裁判所の判決により政党は解散

させられる（１９９５年改正後の６９条５項６項）。

　�ｅ その他の規定　　１９８２年憲法においてライクリッキの原則と何らか

の形で関連すると思われる他の規定として次の３つを挙げることができ
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る。

　第１は、トルコ革命時に制定された改革諸法の憲法適合性を宣言する

１７４条である。同条は、教育統一法、トルコ帽に代え西洋帽の着用を義務

づけた法律等の改革諸法を列挙して、「トルコ社会を現代文明の水準の上

にまで高め、トルコ共和国のライクリッキの性格を保護することを目的

とする」法律と性格づけ、それを憲法に違反するものと解釈することを

禁止する。

　第２は宗務庁に関する１３６条である。本条は、宗務庁が一般行政組織の

中にあることを明らかにするとともに、宗務庁がライクリッキの原則に

従いながら、「国民の連帯および統合を目的として、特別法で定められた

責務を行う」と定める。

　第３は必修の宗教教育に関する２４条４項である。宗教の自由に関する

２４条のなかで同項は次のように規定する。「宗教および道徳の教育およ

び訓育は国の監督の下に行われる。宗教文化および道徳の訓育は、初等

および中等教育機関において教えられる必修科目に属する�」。�　
（５９）

　�ライクリッキに関する法律規定

　ライクリッキに関する規定は法律にも多い。それを思いつくまま以下

に列挙すると、ライクリッキの原則がさまざまな領域に及んでいること

が分かる。

　�ａ 政党法　　政党�法�は、政党に対し、「アタチュルクの原則および改革
（６０）

に従いながら」活動することを求め（４条１項）、宗教により差別を行う

国家体制を樹立するための活動を禁止し（７８条ａ項）、また「宗教文化ま

たは宗派」の差異に基づく少数者が存在することを強調することも禁止

（５９）　「教育」、「訓育」、「宗教文化」等の語意は後述する（後掲注１２８参照）。

（６０）　���������	
���	��������������������������	
������������　本稿は、現行法

のテキストにつき、インターネットでアクセスすることができるトルコ政府の法

令データベースを参照した。����������	
����������������	��������������	
��
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する（８１条ａ項）。さらに政党法は、次のように、政党に対してライクリ

ッキの原則の遵守を強く求め�る�。
（６１）

　第１に政党は憲法１７４条の「改革諸法」に反する活動をしてはならな

い（８４条）。第２に政党はライクリッキの改正のための活動を行っては

ならない（８５条）。第３に政党は国家の基本秩序を宗教的な基礎に一致

させるための活動を行ってはならない（８６条）。第４に政党は宗教儀式

を開催してはならず、党の資格でそれに参列してはならない（８７条）。

　�ｂ 国家教育基本法　　国家教育基本�法�は、「民主的、非宗教的および社
（６２）

会的な法治国家であるトルコ共和国に対する義務および責任」を知り、

それを達成する行動に導くことをトルコの国家教育の目的と規定する

（１９８３年改正後の２条１項）。さらに、同法１２条は、「トルコの国家教育

においてライクリッキが基礎である」と規定した後、憲法２４条４項を具

体化して次のように定める。「宗教文化および道徳の訓育は初等教育学

校とともにリセおよびそれと同等の学校で教えられる必修科目に属す

る」。なお、ここに言う「リセ」はわが国の高校に相当する。また、国家

教育基本法は、「イマーム・ハティップ・リセ」が「イマーム、ハティッ

プおよびコーラン学校教師」を養成するため、国の中等教育システム内

で専門職または高等教育のための準備プログラムを実施することも規定

する（３２条）。

　�ｃ 刑法　　１９９１年まで旧刑法には、「ライクリッキに違反しながら、国

の社会的、経済的、政治的または法的な基本秩序を部分的であっても宗

教的な基礎および信仰に適合させる目的で、宗教、宗教的感情または宗

教上神聖とされている事物を利用する」ことを犯罪とする規定があった

（１６３条４項�）。�　だが２００４年に制定された新刑法�典�にはそのような規定は
（６３） （６４）

（６１）　以下、規定の詳細は小泉・前掲注１０・９１―９３頁参照。

（６２）　����������������������	
�����	
�������������	���������	
���	����

（６３）　この規定は憲法裁判所で合憲と判断されていた。����������	
������



論　　　説

（甲南法学’�０８）４８―４―３０８（� ）７８２

な�い�。しかしながら、新刑法にもライクリッキの原則に関連する規定は
（６５）

ないわけではない。この見地で次の３種類の諸規定が注目される。

　第１は宗教差別に関する規定である。刑法はその適用における宗教等

による差別の禁止を基本原則として明示するほか（３条２項）、さまざま

な領域における宗教差別を犯罪とする（１２２条）。

　第２は国民の敵意・敵対行動への煽動の罪に関する２１６条である。これ

は宗教の違いに基づき国民の一部を公然と侮辱する行為などを犯罪とす

るものである。

　第３は職務時における宗教家の濫用の罪に関する２１９条である。これ

は、イマーム、ハティップ、キリスト教の司祭、ユダヤ教のラビのよう

な宗教教師が職務中に政府または国の法を非難または中傷（�������	
�

������）を行うことを犯罪としたものである。その行為が、他者に対し、

法、政府の命令等への不服従を煽動し、またはそそのかすものである場

合は、刑が加重され�る�。
（６６）

　このほか、刑法にも宗教の自由を保護する規定もある。１１５条は、「人

を強制し、または脅迫して」、宗教的な信念などを告白させ、またはそれ

を変更させること、および宗教的礼拝等を「集団的に、力または脅迫に

よって」妨害することを犯罪とする。また、１５３条は、礼拝所、墓地等を

損壊する犯罪を規定する。

��������	
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�������	
�
�������	
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（６４）　����������	�
�
���	�
�
����������	�����������	
	����	

（６５）　宗教の政治利用行為に制裁を科すことは憲法上（１４条、２４条５項）の要請だ

という理由から、憲法学者のビューレント・タネールらはこの点を問題とする。
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（６６）　他の非宗教的国家にも類似の法律規定がある。例えば、フランスの政教分離

法３４条と３５条、メキシコの宗教団体・公的礼拝法２９条Ⅹ。
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　�ｄ ラジオ・テレビ放送法　　ラジオおよびテレビ局ならびに放送に関

する法�律�は、テレビ局が遵守しなければならない放送の原則の中に、次
（６７）

の事項を挙げる。「トルコ共和国の国家の存立および独立、国土および

国民の不可分の一体性、アタチュルクの原則および改革に関する放送が

行われないこと」（２００２年改正後の４条２項ａ号）、宗教、宗派の違いを

特別に扱いながら敵対行動に煽動する放送を行わないこと（同項ｂ号）、

人の宗教、宗派を理由として非難しないこと（同項ｄ号）。このようにし

て、ライクリッキの原則に反する放送は許されない。

　２　ライクリッキの適用

　以上のライリッキに関する諸規定はどう解釈、適用されるのか。これ

を知るには、憲法裁判所がその諸規定からライクリッキをいかなるもの

と捉えてきたか、また同裁判所がいかなるものをその諸規定に違反する

と判断してきたかをみるのが有益であろう。

　�ライクリッキの定義と性格

　�ａ 学説における差異　　ライクリッキの原則は憲法上詳細であるが、

それが何を意味するかについては憲法学者において見解が分かれる。例

えば、ムスタファ・エルドアンとウズブドゥンとの間で、次のようにラ

イクリッキの定義が異なる。

　ライクリッキに関する憲法裁判所の判例を批判してきたエルドアン�は�、
（６８）

基本的に次の２つの要素でライクリッキを定義する。①「国はすべての

宗教、宗派および宗教化した世俗的教説に対して中立でなければならな

い」。②「国は特定の一つの宗教またはイデオロギーの選択および支持を

（６７）　�������	�
	�	������������������������������������������������������	
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与えてはならない」し、「国は宗教に干渉してはならず、宗教と良心の自

由を保障しなければならない」。この定義の基礎には、「ライクリッキは

私人ではなく国家を限界づける原則である」という考えとともに、「ライ

クリッキはそれだけでは一つの目的＝価値ではなく」、「自由と平和とい

う諸価値の手段の一つである」という発想があ�る�。
（６９）

　これに対し、ウズブドゥンは次の４つの要素でライクリッキを定義す

る。①「公的な国の宗教があってはならないこと」、②「国があらゆる宗

教に属するものに対して平等に行為すること」、③「宗教団体と国家組織

が分離されること」、④「国家作用が宗教の準則により影響を受けてはな

らないこと�」。�　
（７０）

　このようにライクリッキに関する見解が分かれる。このような対立が

あるのは憲法学説のみでなく、実は、軍、官僚や知識人の世俗派および

イスラム主義派との間でも同様の対立があった。このためライクリッキ

の法的な定義を確定するのはかなり微妙な作業であった。グロスはこの

点を次のように証言する。「ライクリッキの概念の解釈が多くあり、さ

らにアクターが多くあることにより、不明確な状況に至らなかったか。

……この概念は多くの側面で使用され、このため一つの定義に到達する

ことはそれほど容易ではなかった。この語は国に対する非宗教的な尊重

の意味で国を性格づけている。さらに明確な定義を見つけるためには、

最高裁判所は１９７０年代を待たなければならなかった�」。�　
（７１）

　�ｂ 憲法裁判所による定義　　グロスが述べたように裁判所がライクリ

ッキの意味を示すようになったのは１９７０年代である。正確に言えば１９６１

年憲法時代に下された１９７１年１０月２１日の判決においてであ�る�。この判決
（７２）

（６９）　�������������������	�
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（７１）　��������������������	��
���	��



トルコの政教分離に関する憲法学的考察

（� ）７８５（甲南法学’�０８）４８―４―３１１

は後述のように宗務庁に関する重要な判決である。１９７１年判決において、

憲法裁判所は、後述のようにライクリッキの原則についてトルコの独自

性を強調したうえで、次の４つの要素からライクリッキを定義した。こ

の４項目は、その後の諸判決でも繰り返されることになる。

　①「宗教が国家事項を支配せず、それに影響を及ぼさないという原則

を承認すること」。

　②「宗教が個人の精神的営為に関する宗教信仰の領域で差別されるこ

とのない、無制約の自由を承認するように宗教を憲法的保障の下に置く

こと」。

　③「宗教が、個人の精神的営為を越え社会的営為に影響を及ぼす活動

および態度に関する領域で、公の秩序、安全および利益を保護する目的

で限界づけを承認し、宗教が濫用されること、およびそれが利用される

ことを禁止すること」。

　④「国において公の秩序および諸権利の保護者として宗教的な権利お

よび自由に関する監督権限を承認すること」。

　このように、憲法裁判所は国家事項への宗教の不介入、宗教の自由、

宗教事項についての国の監督をライクリッキの主要な要素とみるのであ

る。

　�ｃ 最重要の憲法原則　　しかしながら、憲法裁判所はライクリッキを

国家と宗教の分離および宗教の自由の次元にとどめない。というのは、

憲法裁判所は後の諸判決においてライクリッキを民主主義、近代文明、

実証主義などさまざまなことに関連づけるとともに、トルコ国民創出原

理および共和国の建国原理と性格づけたからである。

　憲法裁判所は福祉党判決においてライクリッキについて次のように判

示した。「ライクリッキは、中世の教条主義を破壊し、知性の革新および

（７２）　����������	
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科学の光明により発達した、自由および民主主義に対する理解、国家形

成、独立、国民主義、人類の理想というもの基礎となる文明の一存在形

式である」。「民主主義への移行の架け橋でもあるライクリッキはトルコ

の生存哲学である�」。�　スカーフ事件に関する１９８９年の憲法裁判所判決に
（７３）

おいても、憲法裁判所は次のように述べた。「ライクリッキは、宗教―国

家事項の分離の形式に制限されえない。そのありようはより大きく、そ

の領域はさらに広い文明、自由および近代の状況である�」。�　
（７４）

　再び福祉党判決をみると、そこでは「近代化を進め、トルコ共和国の

基礎」とライクリッキ原則を性格づけるづけるとともに、次のような判

示がある。「ライクリッキ原則が受け入れられることにより、……さま

ざまな信仰をもつ者がともに生きる必要性を受け入れ、国家の彼らに対

する平等の保障を感じた。このように、内部の融和を保ちながら、人民

の国民意識によりトルコ共和国を構成するトルコ国民が誕生した。法治

国家と法の支配の原則は、その効力をライクリッキから得た。民族主義

（�������������）の原則はライクリッキによって完成された�」。�　
（７５）

　もっとも、ライクリッキのこうした性格づけは、ライクリッキが国家

の近代化を目的としたものであったことを想起すれば驚きには値しない。

だが、このようにライクリッキが政教分離や宗教の自由の域を超える高

次元の国家原則という性格を持つことは、ライクリッキを必然的にトル

コ憲法における最重要の原則とすることには注意すべきである。憲法裁

判所も、スカーフ事件に関する１９８９年判決で「アタチュルクの諸原則の

うちでもっとも重要なのはライクリッキである」と明言し�た�。前述のよ
（７６）
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（７６）　エルドアンもライクリッキを「最高位の憲法原則」と述べる。��������������������
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うにトルコの実定法全体がライクリッキを保護するようになっているの

も、このためである。

　�ライクリッキの原則の適用

　ライクリッキの原則にきわめて高い重要性を与える憲法裁判所は、当

然のことながらライクリッキの原則をとくに厳格に適用してきた。それ

は、憲法裁判所の表現によれば、「ライクリッキの観点でなされるもっと

も小さな妥協も、アタチュルク改革を脱線させ、なくさせるという結果

をもたらしうる�」�　からである。このようにして、憲法裁判所はライクリ
（７７）

ッキからのわずかな逸脱も見逃さないかのように、この原則の適合性審

査をこの上なくも厳しく行う。こうした態度は次の諸判決にみることが

できる。

　�スカーフに関する諸判決

　厳格なライクリッキ適合性審査がもっとも明確であるのは、高等教育

機関におけるスカーフの着用に関する憲法裁判所の諸判決においてであ

る。この種の判決はこれまで３件ある。いずれもスカーフ着用禁止を解

除するための立法措置が問題とされた。このほか、とくにスカーフ着用

のライクリッキ違反に関して参考になる判決が１件ある。

　�ａ １９８９年３月２７ 日 　　この判決は、後述の１９９１年判決と同様、前述の
（７８）

ように祖国党政権の下で女子大学生にスカーフ着用を可能にするために

制定された法律規定の合憲性が問われた事件に対するものである。１９８９

年判決では、次の規定を高等教育法に挿入する法�律�の憲法適合性の審査
（７９）
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が求められた。「高等教育機関においては、……近代的な服装および外

見をしなければならない。宗教信仰を理由に首および髪の毛をスカーフ

（����）またはヴェール（������）で覆うことは自由である」。憲法裁判

所は、次の理由からこの規定がライクリッキ原則に抵触し１９８２年憲法２

条等に違反すると断じた。「高等教育機関にある女性の身なりを規律す

る場合、宗教的義務の履行のいかんを問わず、宗教信仰を理由にしてス

カーフ（�������）の着用を認めることは、公法の領域にある準則を宗教

的基盤に依拠させることにより、ライクリッキの原則に違反する」。

　�ｂ １９９１年４月９日判決���　　この判決では、「現行の諸法律に抵触しない
（８０）

という条件で、高等教育機関において身なり、服装は自由である」とい

うように高等教育法を改正する法�律�の違憲性が争われた。１９９１年判決で
（８１）

憲法裁判所は１９９８年判決の原則を繰り返した。

　�ｃ ２００８年６月５日判決���　　この判決では、前述のように公正発展党が
（８２）

スカーフ着用を可能にするための憲法改正を行わせたことが問題となっ

た。この憲法改正は次の２点において憲法改正をする２００８年２月９日の

法�律�に基づいた。
（８３）

　①「国の機関およびその行政機関は、そのすべての事務の遂行および

すべての多様な公共役務の利用において、法の前の平等の原則に従って
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行為しなければならない」（下線部は筆者が付した）というように、１９８２

年憲法１０条４項の法文に下線部を挿入する。

　②１９８２年憲法４２条の最終項に次の規定を付加する。「法律に明示され

ていないいずれかの理由により、何人も高等教育の権利を奪われてなら

ない。この権利の行使の限界は法律で確定される」。

　２００８年判決において、憲法裁判所はこれらの規定がライクリッキの原

則を定める１９８２年憲法２条に違反し、その改正を禁止した同４条にも違

反すると結論し�た�。
（８４）

　�ｄ ２００１年６月２２日判決���　　これは後述の美徳党判決である。憲法裁判
（８５）

所はこの判決において大学におけるスカーフ着用を認めることがライク

リッキに違反する理由として次の２点を示した。

　①スカーフのような「宗教的起源をもつシンボルにより宗教的基礎に

依拠する社会的秩序を形成しようとする活動は、ライクリッキに違反し、

容認されえない」。②「高等教育機関において、知性的に成長しながら一

緒に勉学を行う青年のうちある者に、特定の信仰に属することを示すよ

うな強い宗教的シンボルであるスカーフを着用することの許可が与えら

（８４）　なお、２００８年判決において憲法裁判所は憲法改正の実体面について違憲審査

したように見える。ところが、１９８２年憲法は、憲法改正についての違憲審査につ

き、１１名に裁判官のうち５分の３の多数――すなわち７名の裁判官が必要である

が、本件では違憲判決に９名の賛成があった――で憲法改正の無効判決を下すこ

とができるとするとともに（憲法１４９条１項）、憲法改正の違憲審査を手続面での

審査に限定する（同１４８条１項２項）。そのため、憲法裁判所にはこれらの諸規定

の解釈に関する説明を行う必要があるように思われる。だが、本判決の判決文が

まだ官報で公表されていないため、この点は不明である。付言すると、わが国の

民事裁判とは異なりトルコの憲法裁判所は判決宣告時までに判決文を作成する必

要がなく、ただ同裁判所は判決文を「直ちに」官報で公表することが求められる

のみである（同１５３条５項、憲法裁判所法５４条）。実際には判決文公表までに判決

宣告後かなり時間を要することがある。

（８５）　����������	
��������������������������������		
������������������������

����������	
���������������������������������	�
��	
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れ、彼らの宗教的信仰および意見を理由として紛争を起しうる環境を作

り出すことは、他者の信仰の自由を侵害することになるおそれがあるだ

けでなく、公の秩序をも危険にさらす」。

　①は１９８９年判決と基本的に同じことであるが、②で宗教の自由の侵害

および公序侵害をも指摘されたことが注目される。これは、スカーフ着

用がスカーフを着用しない者の宗教の自由を侵害するのでその着用は禁

止、という論理である。

　このように憲法裁判所は、大学でのスカーフの着用をライクリッキの

原則に違反するものという判断を頑なに貫き、それにより大学で女子学

生がスカーフを着用するのを可能にするあらゆる立法措置を無効として

きた。このようなライクリッキの原則のきわめて厳格な適用において、

アリエフェンディオールも指摘するように、憲法裁判所がスカーフ着用

を「ライクリッキに対立する象徴�」�　とみなす傾向をみることができる。
（８６）

　�イスラム政党に関する諸判決

　憲法裁判所はイスラム政党がライクリッキの原則に反する活動を行っ

たかどうかを審査し、行った場合には政党を解散することもあった。こ

の種の判決としてこれまで次の５件があった。

　第１は、１９６１年憲法下で国家秩序党の解散を命じた１９７１年５月２０日判

決であ�る�。この判決では、結党大会で発表された党の文書がライクリッ
（８７）

キに関する法規定を非難する趣旨などを含んだことから、同党の目的お

よび活動が１９６１年憲法のライクリッキに関する諸規定に違反すると判断

された。

　第２は、平安党（���������	
�
）の解散に関する１９８３年１０月２５日判決

であ�る�。ここでは、非宗教的な教育制度を否定しイスラムの伝統に沿う
（８８）

（８６）　���������	�����������������������	�
�����

（８７）　����������	
���������������������������������	����
����������������������

����������	
����������������������������������
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教育制度の設立等を唱えた党の綱領が、ライクリッキ改正禁止を定める

政党法８６条等に違反するとされ�た�。
（８９）

　第３は、議会第一党で政権政党であった福祉党に関する１９９８年１月１６

日の判決であ�る�。この判決において憲法裁判所は、シャリーアに基づく
（９０）

制度の樹立を公然と唱えるなどした、首相でもあった党首を含む党幹部

および党員の言動をライクリッキの原則に違反するものと判断して、

１９８２年憲法６８条等に基づき同党の解散を決定した。

　第４は、美徳党に関する２００１年６月２２日の判決であ�る�。本件では、公
（９１）

的な場で着用が禁止されてきたヴェールまたはスカーフの着用解禁を唱

える党首・党員の言動が憲法６８条等に違反すると判断され、同党の解散

が命じられた。

　第５は、現政権政党であり現職の大統領および首相も所属する公正発

展党に関する２００８年７月３０日の判決であ�る�。この判決で、憲法裁判所は、
（９２）

公正発展党がライクリッキに違反する活動――同党解散を請求した検察

（８８）　����������	
������������������������������	�
�����������������������������

����������	
�����������������������������������	�

（８９）　この判決では憲法ではなく政党法違反が解散理由となっていた。アリエフェ

ンディオールは、この点で、同判決が政党解散理由を限定した憲法６９条に違反す

ると批判する。���������	�����������������������	�
�����

（９０）　����������	
��������������������������������		
������������������������

���������������	　小泉・前掲注１０・６０―６７頁。この事件は人権裁判所の２００３年判決

につながった。前掲注４３参照。

（９１）　����������	
��������������������������������		
�������������������������

���������������	　小泉・前掲注１０・６７―７２頁。この事件は、人権裁判所に付託され

たが、申立人が申立を取り下げたため２００６年に事件リストからの抹消（���������	

�������）の判決が下された。�������		����������	
����������������������������

��������	�������������������

（９２）　����������	
��������������������������������	
��　判決文未公表のため、本

判決については新聞報道のみに基づいた。同判決は憲法学上きわめて興味深いの

で、後日、判決文を分析したい。
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の主張によれば、ライクリッキの原則を除去するために議会多数派を活

用することなど――を行ったと判断した。だが、１１名の裁判官のうち６

名しか同党の解散に賛成しなかったた�め�、同裁判所は公正発展党を解散
（９３）

せず、１９８２年憲法６９条７条に基づき政党助成金の減額を科すにとどまっ

た。

　�宗教の証人尋問に関する判決

　これは１９９６年２月２日の判決であ�る�。この判決で、憲法裁判所は、刑
（９４）

事裁判の証人に対して、証言の前に、その氏名、年齢、居住地とともに

宗教が尋問される旨を規定していた刑事訴訟手続�法�６１条の憲法適合性
（９５）

を審査した。同裁判所は、問題の規定が、宗教の自由を侵害し２４条に反

すると判断したほか、次の理由から２条にも違反すると結論した。「証

人尋問の質問のなかに宗教的事項もあることは、……公的関係において

宗教が人を特定する機能を果たすことを可能にする。ところが、非宗教

的国家において宗教のさまざまな影響力および支配を除去することと無

関係に置かれうることは、宗教がただ人の内的世界に関する事象である

ことにより可能である。この真理は、人の希望に反して法律上の義務と

してその宗教を公にする結果をもたらす準則により明白な矛盾を生んだ

ことにより、存在しない」。

　�啓示諸宗教規定に関する判決

　刑法１７５条等を改正する１９８６年の法�律�は、イスラム、ユダヤ教、キリス
（９６）

ト教の三宗教を指す「啓示諸宗教」（�������������）をとくに強く保護す

（９３）　憲法裁判所が政党の解散を決定するには裁判官の５分の３の賛成、すなわち

７名の賛成が必要である（２００１年３月１０日改正後の１９８２年憲法１４９条１項後段）。

（９４）　����������	
�������������������������������	

���������������	
�����

������������	
�
����������������	
���

（９５）　�������	�
�����������������������������	
��������������
����������

（９６）　����������	�
�
�
�
�����������������������	��
������������������

�����������	�
����
�	�	�
�	�	
���
������������	�
��������
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る規定を刑法に挿入した。それは、具体的には、啓示諸宗教の預言者、

教義等への侮辱、啓示諸宗教の宗教施設およびその備品の損壊等を犯罪

とした規定である。憲法裁判所は１９８６年１１月４日の判決でこの規定を違

憲と判断し�た�。その理由は、問題の規定が１９８２年憲法１０条（平等条項）
（９７）

と２４条（宗教自由条項）に違反することのほか、「非宗教的国家は、宗教

問題において、その信仰に関心を持たず、国民に平等に行動し、偏らな

い国である」として、２条などライクリッキ条項にも違反することであ

る。

第３節　国家の非宗教性からみたライクリッキ

　１　国家の非宗教性としての面

　以上にみたライクリッキの原則に関する憲法規定およびその適用から、

ライクリッキは国家の非宗教性からみてどう評価されるか。結論から先

に言えば、ライクリッキには、国家の非宗教性と一致する面、それと一

致しない面という両面があるということになりそうである。では、国家

の非宗教性と一致する面はいかなる点にあるか。

　�厳格な国家の非宗教性

　これまでみてきた改革者の発言、憲法前文、２条、２４条、４２条など憲

法規定、多くの法律規定、判例、学説などから、ライクリッキは後述の

例外を除き、国家の非宗教性とは合致すると言うことができる。という

のは、ライクリッキを、国家法からシャリーアを排除するなど国家領域

から宗教的なものを除去し、宗教事項を私事としたうえで、宗教が国家

事項に介入することを禁止する原則とみることができるからである。こ

れは国家事項と宗教事項を分離しようとする原則であることに変わりな

い。

（９７）　����������	
���������������������������������	
����������������	
�����

������������	
�
����������������	�
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　そのうえ、１９８２年憲法はライクリッキを詳細かつ厳格に規定するとと

もに、２条および４条などにおいてこの原則を明示的に最重要の憲法原

則と位置づけている。また、憲法裁判所はそれをきわめて厳格に適用す

る。そのうえ、前述の諸法律の多くも多様な領域で具体的に非宗教性を

規定し、またその遵守を命じている。こうみると、トルコはやはり国家

の非宗教性をきわめて強く意識する国であることを確認することができ

よう。

　しかも、トルコでは国家の非宗教性が宗教の自由（とくに宗教信仰の

自由）と密接に関連するものと考えられている。これは憲法裁判所によ

るライクリッキの定義に関する前述の４要素に宗教の自由が含まれるこ

とに示されるが、とくに前述の福祉党判決においては、それが次のよう

に示された。

　〔ライクリッキ〕は、個人に人間性と自由な思考の可能性とをもたらし、

これにより政治―宗教と信仰という区別を必然的に行い、宗教と良心の自

由を保障する原則である。……非宗教的制度においては、宗教は、政治化

することもなく、行政的役割を持つこともなく、真に尊重される領域にと

どまり、人の良心に委ねられる。世俗事項が非宗教的な法により、宗教事

項がその戒律により、実施されるのが、近代民主主義の原則の一つである。

一般国民が宗教的戒律により規律されてはならず、また規律の淵源が宗教

的戒律であってはならない。

　�宗教による国家への介入の禁止

　�ａ ライクリッキと国家の宗教不介入　　憲法裁判所による非宗教性の

適用をみると、法律規定を違憲とすることにより宗教の自由の保障を強

化したと見える判決は、これまで宗教の証人尋問に関する判決および啓

示宗教規定に関する判決のみであった。この事実は、国家が宗教事項に
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介入することの禁止という面は、ライクリッキに関してあまり大きな問

題ではないことを示す。それどころか、後述の宗務庁の存在を考えると、

ライクリッキは国家が宗教に介入することを禁止するものとはほとんど

解されてないとさえ言えよう。

　これに対して、スカーフ判決およびイスラム政党の判決において示さ

れるように、ライクリッキの厳格適用により個人の自由――憲法裁判所

の見方では宗教を公的領域で利用する自由――を制約するという効果を

持つ判決がトルコではこれまで多かった。とくに憲法裁判所が、大学に

おけるスカーフ着用を「宗教的基礎に依拠する社会的秩序を形成しよう

とする活動」として、きわめて厳格に適用してきたことは特徴的である。

ここから、宗教が国家事項に介入することを禁止する原則としてライク

リッキが適用されることが多いといえよう。こうした姿勢は、上記の福

祉党判決の引用にあるように、ライクリッキの原則において、とくに宗

教的戒律が国家事項を規律することを否定する趣旨が強調されることに

もみることができる。

　もっとも、このようにライクリッキが宗教による国家事項への不介入

に傾斜することは、１９８２年憲法自体にもうかがえる。同憲法が宗教感情

の政治的な目的での濫用を禁止する趣旨を繰り返し明記しているからで

ある（前文、２４条５項）。また、憲法裁判所がライクリッキの定義の要素

として「宗教が国家事項を支配せず、それに影響を及ぼさないという原

則」を挙げていることも、このような１９８２年憲法の規定に基づくものと

考えられる。

　さらに、宗教の国家事項への介入を強く禁止するという国家の非宗教

性に関する状況は、すでに述べたライクリッキの背景または目的に由来

するとみることができる。オスマン帝国時代に、イスラムが政治と社会

を支配し、とくに家族法領域や刑法領域をも規律するシャリーアが国家

の法として適用されていたなかで、国家の近代化または近代文明化を進
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めるために国家の非宗教化が断行されたからである。このように国家の

非宗教性が、国家を近代化するためイスラムが国家領域に介入していた

ことを止めさせるという意図を基礎とした点は、明らかにトルコに固有

な特徴である。

　�ｂ 宗教の国家不介入と国家の非宗教性　　しかしながら、国家の近代

化という目的があったことがライクリッキを国家の非宗教性と異なるも

のとみることを理由づけるとは考える必要はない。政教分離国において

もその政教分離の背景や目的は一様ではないはずだからである。また、

ライクリッキの原則が国家事項への宗教による不介入に重点を置くこと

自体も、国家の非宗教性と合致しないものとはおそらく言えない。なぜ

なら、宗教の国家領域への介入禁止は国家事項と宗教事項との分離と矛

盾しないだけでなく、この禁止がトルコにおいて国家事項と宗教事項の

分離を急速に達成し、維持することにおいてとくに必要であったからで

ある。

　いずれにせよ、トルコでは国家の非宗教性は国家に対し宗教への介入

を禁止することを含意するわけではないが、それよりは宗教の政治介入

の禁止の趣旨がはるかに強いと言わざるをえない。そして、後者の面に

おいて国家の非宗教性はきわめて厳格に適用されてきたことを確認して

おく必要がある。

　それとともに、とくにライクリッキに反する活動を行う政党に対する

規制（６８条、６９条）において、国家の非宗教性の維持・防衛のため、宗

教的行為の自由のほか諸自由を制約しようとする姿勢が強く表れている

ことに注意すべきである。この点で前述の「たたかうライクリック」の

性格が強い。これはトルコ憲法の特徴であるとともに、ライクリッキ独

自の性格に１つをここにみることができる。しかも、これらの条項がた

びたびイスラム政党に適用されてきた事実は、実現された国家の非宗教

性が宗教勢力により脅かされ安定せず、それに対して非宗教性を維持し
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ようとするトルコの現実を浮き彫りにする。

　２　国家の非宗教性と一致しない面

　以上のようにライクリッキには国家の非宗教性と一致する面がある。

しかしながら、ライクリッキには国家の非宗教性に一致しない面もある。

それでは、それはいかなる点か。また、それはどう正当化されるのか。

　�非宗教性と相容れない要素

　ライクリッキに関する憲法規定には国家の非宗教性とは相容れず、そ

れをはるかに超えるものがある。それが見受けられるのは、１９８２年憲法

に明示される宗務庁の制度（１３６条）および初等中等教育における必修の

宗教教育（２４条４項）においてである。トルコの学説においても、これ

ら２つがライクリッキと矛盾することはよく認識されている。例えば、

アリエフェンディオールは、宗務庁および宗教教育に関する条項を、非

宗教的国家の「原則に矛盾し十分には理解され得ない規定」とみ�る�。
（９８）

　まず、宗教教育をみることにしよう。前述のように１９８２年憲法２４条４

項の規定は、それまでの憲法典にはなく１９８２年憲法で初めて現れた。だ

が、それにより、宗務庁のほかに、１９８２年憲法においてライクリッキに

関する諸規定との間で新たな矛盾を生じさせた。必修の宗教教育は、教

育が「アタチュルクの原則と改革の方針で、現代科学および教育の方法

に基づき」行われるとする憲法４２条２項と矛盾するからであ�る�。また、
（９９）

後述のように「宗教文化および道徳の訓育」が宗教の宣伝活動になるよ

うに実施されていることをみれば、それが国家の非宗教性と相容れない

ことはさらに明確になろう。なお、このような宗教教育がどのように正

当化されるかについては、国家の宗教的中立性に関して第４節でみるこ

とにしよう。

（９８）　���������	�����������������������	�
����

（９９）　���������	�����������������������	�

���―���
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　�宗務庁

　�ａ 宗務庁の目的・組織　　宗務庁は、１９８２年憲法１３６条に規定すると

おり一般行政組織内にある機関であって、ムスリムの礼拝や儀礼に関す

る行政を担当するものである。宗務庁の組織・事務に関する法�律��は、こ
（１００）

の点を次のように明らかにする。「イスラムの宗教信仰、礼拝および道

徳の基本に関する事務を執行し、宗教問題で社会を啓蒙し、礼拝所を管

理するため、首相府（�����������）に属する宗務庁が設置される」（１条）。

宗務庁はこのように一般行政組織内にあるので、その職員は宗教家も含

め公務員の地位を持つ。

　宗務庁は１９２４年に設立されたとき、それはイスラムが国家の近代化を

妨げず、後述のようにライクリッキを実現するために、イスラムを国が

指導・監督することを目的とした。だが、宗務庁は複数政党制の下で特

定宗教、すなわちイスラムのスンニー派を強化し、さらに宗教の政治化

をもたらすものに変容したと言われ�る��。また、宗務庁の活動領域が増え、
（１０１）

宗務庁が宗教を宣伝する機能を果たすようになったとの指摘もあ�る��。加
（１０２）

えて、宗務庁の組織も拡大し、今日、その職員数や予算規模において宗

務庁は他省に比べ巨大になってい�る��という事実がある。　
（１０３）

　�ｂ 宗務庁に関するライクリッキの適用　　以上のことから、宗務庁に

おいて国が宗教事項に直接に関わっているのは明確である。だとすれば、

憲法１３６条は「ライクリッキに従いながら」と規定していても、宗務庁が

国家の非宗教性とは相容れない存在というほかなく、ここにもライクリ

ッキに関する憲法規定との矛盾があることになる。アリエフェンディオ

（１００）　�������	�
�

������������������������������������������	

������������������	
��

��������	��
����������

（１０１）　���������	�����������������������	�
����

（１０２）　����������������������������������������	�
���

（１０３）　宗務庁の実態につき参照、佐島隆「トルコ・イスラームの一形態としての宗

務庁――政教関係の一断面――」イスラム世界３９＝４０号（１９９３年）４５頁以下。
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ールも次のように述べる。「宗務庁が一般行政組織内にあり、その〔宗

教〕関係者が職員とみなされ、予算で支えられることは、ライクリッキ

原則に適合しなかった」。「１３６条において、宗務庁に一般行政機関に含

まれることが可能になり、この組織に『国民の連帯と統合を目的とする』

事務が与えられ、この事務が権力により明らかにされた政策と理解の範

囲内で実施されることは、神聖な宗教的感情が国の事項と政治に混ざる

ということになる。憲法はこの面からも自らの内部に矛盾がある�」。�　
（１０４）

　このように非宗教性とは相容れない宗務庁に関して、国家の非宗教性

がきちんと適用されるのは期待できそうもないが、どうであろうか。前

述した憲法裁判所の１９７１年１０月２１日判決がこの点を明らかにする。この

判決では、国家公務員法を改正する１９７０年７月３１日の法�律��にある一規定
（１０５）

の憲法適合性が問われた。問題となったのは、すべての行政領域で公務

に従事する職員を公務員化する一環として、宗務庁でイマーム等宗教的

職務を行う職員も国家公務員とする規定であった。憲法裁判所は問題と

なった法律を合憲と結論した。憲法裁判所がその理由として指摘したの

は、その措置により宗務庁が「特別法で定められた責務」――憲法１５４条

で宗務庁が行うと規定されていること――を履行するための能力を得た、

ということに限られた。他方で、問題の規定がライクリッキの原則に違

反しないことを理由づける根拠は示されなかった。

　このようにして、宗務庁に関して、国家の非宗教性がまったく妥当し

ないかのようにきわめて緩やかに適用されている。この緩やかさは、ス

カーフ着用に関して「公法の領域にある準則を宗教的基盤に依拠させる」

（１０４）　���������	����������������������	��

���	―���

（１０５）　��������������������	
�����������������������������	
	
������������������	
�	

�������������������������	��
����
���������
�
�
�����������������������

�������	
���������������������������	
���	�����	����	���	����������	�
���

����������
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ことをライクリッキに違反するとした――この判断方法では宗教教師の

公務員化もライクリッキ違反とならざるをえないであろう――憲法裁判

所の極端な厳格さとは全く対照的である。

　ところが、行政機関としての宗務庁は、国家の非宗教性と矛盾するに

もかかわらず、政党法で強く保護されている。政党８９条は宗務庁が行政

機関であることを改める活動をする政党を禁止している。しかも、憲法

裁判所は政党法８９条違反を理由に政党を解散したこともあった。宗務庁

が一般行政組織の中にあることを変更することを党の目的とするなどし

た自由民主党（�����������������	
���
	����（�����））は、１９９３年１１月

２３日の判決により解散されたのであ�る��。これに対しても批判は強�い��。
（１０６） （１０７）

　なお、宗務庁の存在において国家が宗教事項に強く介入することが明

確であることにも注目に値する。この点でも国家による宗教への不介入

の趣旨が弱いというトルコの非宗教性の特徴をみることができる。

　�ｃ 宗務庁の正当化理由　　ライクリッキに矛盾すると批判される宗務

庁�が��、なぜ憲法に規定されているか。この点を、ライクリッキを実現す
（１０８）

るために国がイスラムに介入する必要があったというトルコの歴史的状

況により理由づける学説がある。次のように述べるウズブドゥンの見解

がそれであ�る��。
（１０９）

　〔宗務庁の制度〕は、トルコの特徴から生まれたものであって、本来、

ライクリッキを弱めるのではなく、逆にそれを擁護する性格を有する１つ

（１０６）　����������	
������������������������������	������
����������������������

����������	
���������������������������������	�
��	

（１０７）　���������	�����������������������	�
�����

（１０８）　宗務庁に対する批判は、世俗派知識人からのみならずイスラム主義派からも

出される。これは、宗務庁がイスラム主義派にとって両義性を持つ存在だからで

ある。澤江・前掲注１０・５４―５６頁。

（１０９）　������������������������	�
�����
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の解決策のようなものである。オスマン帝国時代において、また一般的に

イスラム世界において、イスラムは何世紀もの間国と社会生活を自らの強

い影響力の下においていた。この状況では、宗教活動が国の監督から完全

に離れて宗教組織の自由に任されるのは、相当な支障があり、アタチュル

クがトルコ社会に対し策定した『現代文明の水準に到達する』という目標

が実現されえないというおそれがあった。

　同様の見解は宗務庁に関する１９７１年判決において憲法裁判所によって

も示された。次の一節がそれに関係する。

　イスラムは人の良心に関する宗教信仰の領域を規律するにとどまらず、

同時にすべての社会的関係、国家活動および法も規律した。この状況でわ

が国では、宗教の自由の憲法により明らかにされた限界を侵す宗教の濫用

および悪用は、国がライクリッキの基礎に基づく秩序に違背させられると

いう意味をもたらす。……このようにして、このような行動ならびに無限

界で規制されることのない宗教の自由および独立の宗教組織という理解が、

わが国において重大な危険性を伴う問題であったことは、近現代の歴史的

経験により明らかである。……宗務庁が憲法に存在すること、および関係

者が公務員として認められることが、……多くの歴史的理由、事実および

国の諸条件により必要とされるものが生じさせた必然的結果であることは

疑いない。

　以上の説明では、トルコでは国家が宗教を規制することがライクリッ

キの原則の実現のために必要であったことを強調される。確かに国家と

宗教が密接につながっていたところで国家が非宗教化する場合には、当

該宗教の宗教行為や宗教組織に関する強い規制を含む国家の積極的措置

がとられたことは、フランスなど他国でもみられた。だが、それは国家
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の非宗教性を実現するための暫定措置であるはずであるところ、トルコ

では宗務庁が憲法上の機関として長く存在し続け、しかもその組織と活

動が拡大する傾向があることは、やはり国家の非宗教性からは大きく逸

脱しているといわざるを得ない。そのうえ、後述のように宗務庁が一つ

の宗教的立場をとり、それに基づき国民統合を図っていることも考慮す

ると、宗務庁における国家の非宗教性の限界がなおのこと明確にな�る��。
（１１０）

第４節　国家の宗教的中立性からみたライクリッキ

　１　国家の宗教的中立性とライクリッキ

　ライクリックを国家の宗教的中立性の観点からみると、国家の非宗教

性についてと同様に、ライクリッキは国家の宗教的中立性と一致する点

が多い。それはいかなる点においてであるか。また国家の宗教的中立性

はどう適用されているか。これらをみる前に宗教的中立性をめぐるトル

コの状況も知っておく必要がある。

　�宗教的中立性をめぐる状況

　トルコにおけるライクリッキと国家の宗教的中立性の関係を考えるう

えで無視できない状況がある。それは、トルコでは宗教的多様性がかな

り限定されているという事実である。トルコの人口７２６０万人のうち９９パ

ーセントがイスラム教徒であり、あとの１パーセントは、ギリシア正教

派およびアルメニア正教会派のキリスト教徒、ユダヤ教徒、バーハイ教

徒などである。イスラム教徒の大多数はスンニー派であり、これに加え

て１５００万から２０００万人のアレヴィー派がいると推定され�る��。アレヴィー
（１１１）

（１１０）　この点で、しばしば指摘される「ライクリッキは政教分離ではなく１つの国

家イデオロギー」という見解は、宗務庁などに限れば正しい。

（１１１）　米国の２００７年国際宗教自由報告書（���������	��
���
���	�������	�����	��）

による。国際宗教自由報告書は１９８８年の国際宗教自由法に基づき米国国務省が連

邦議会に提出する年次報告書である。同報告書は国務省のウッブサイトで閲覧す

ることができる。������������	�
��������������	������
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派は、イスラムのシーア派に近いとみられるが、これをイスラムの異端

とする見解、さらにイスラムとは異なる宗教とみる立場などもある�が��、
（１１２）

いずれにせよアレヴィー派はトルコにおける有力な宗教的マイノリティ

である。アレヴィー派がかなり存在することには注意を要するが、他の

宗教・宗派はわずかであるので、トルコでの宗教的多様性は強くないと

言わざるをえない。

　このように宗教的多様性が弱いうえに、トルコでは宗教的多様性を嫌

う社会的雰囲気も見られる。米国の２００７年国際宗教自由報告書は、この

点を、「宗教的多様性は、イスラムと『国民統合』への脅威として広く見

られた」と指摘した。このような雰囲気は、宗教的マイノリティに対す

る不寛容や攻撃を生むばかりでなく、宗教を理由とする殺人までも起こ

してきた。

　宗教的殺人の典型例は１９９３年にシバスで起こったアレヴィー派の虐殺

である。これは、アレヴィー派の文化祭の会場となっていたホテルにス

ンニー派原理主義者のデモ隊が押しかけ、ホテルを放火し、アレヴィー

派知識人ら３７人を死亡させたという事件である。この虐殺では、問題の

文化祭においてトルコの著名な無神論者がゲスト講演したことが原理主

義者の怒りを招いたとい�う�。これより小規模な宗教的殺人はキリスト教
（１１３）

徒などに対して今日も続いている。このように、トルコでは宗教的マイ

ノリティが宗教の自由のみならず生命の権利も脅かされるような社会的

状況にある。

　�ライクリッキ規定における宗教的中立性

　�ａ 憲法規定・法律規定　　１９８２年憲法のライクリッキ規定には、国家

（１１２）　斉藤完（解題：佐島隆）「イスタンブルにおけるアレヴィーのデルネッキ」

現代の中東３２号（２００２年）７９―８０頁。

（１１３）　藤原和彦「トルコの政治ドラマのニューフェイス、アレビ教徒（上）」中東

研究４４６号（１９９９年）２７頁。
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の宗教的中立性に関連するものも少ないながらも見出すことができる。

それは、宗教による差別の禁止を定める１０条および「宗教的信仰および

信念のゆえに非難されることはない」と定める２４条３項である。前述の

１９７１年判決において、憲法裁判所がライクリッキの四要素のうちに「宗

教信仰の領域で差別されることのない」宗教の自由の保障を挙げたのも、

おそらくこれらの規定に基づいたと推測される。いずれにせよ、憲法の

ライクリッキ規定において国家の宗教的中立性の要素が含まれることは

否定できない。

　なお、法律にも個別の領域で宗教的中立性を定める規定とみられるも

のがある（ラジオ・テレビ放送法４条２項ｄ号）。

　�ｂ 学説における宗教的中立性　　トルコで国家の宗教的中立性がいか

なるものと理解されているか。この点に着目してライクリッキに関する

憲法学説が分析すると、学説が分かれていることに気づく。

　宗教的中立性をもっとも重視するのはエルドアンの学説である。彼は、

前述のように、ライクリッキの意味として明示的に「国家の中立性」

（��������	�
�
���������）を説く。彼はライクリッキの意味として中立性を

考えなければならない理由として次のように述べ�る��。
（１１４）

　国家の中立性は、道徳的問題および宗教的問題において一つの共通した

見解を見いだすことが不可能であり、このような差異が政治権力を通じて

解決されえないであろうという真理に依拠する。国家が特定の世界観、宗

教またはイデオロギーを採用することおよびそれを制度化することは、そ

れを社会の諸部門で支持し、ある国民を援助する一方で他の者を不当に扱

い、さらに社会を差異の多い状況に至らしめた特定の教説による社会再編

の実施となる。こうであれば自由と平等のような基本的諸価値に明白に対

立する。

（１１４）　���������������������������	�
�����
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　こうした見解では、国家が特定の一宗教を選択すること、および特定

の一つのイデオロギーを選択することを中立原則すなわちライクリッキ

の原則に違反することにな�る��。このような中立性の理解は本稿の冒頭で
（１１５）

述べた宗教と非宗教間の中立および諸宗教間の中立という国家の宗教的

中立性と同じとみてよいであろう。

　他方、エルドアン以外の学説は、ライクリッキ原則の意味として、少

なくとも明示的には中立性を説くことはない。ただし、その学説もライ

クリッキが宗教的中立性を含意することを否定しないように見える。例

えば、ウズブドゥンは、ライクリッキの原則に関して「中立性」という

語を用いていない。ただし、彼が、憲法裁判所の判例に倣いライクリッ

キの内容として宗教の差別の禁止を説くほ�か��――ここで明示的に１９８２年
（１１６）

憲法を参照する――、ライクリッキの要素の１つとして指摘する国教に

禁止に関して、国家が特定の一宗教に優位を認めないことを述べる点に

おい�て��、宗教的中立性の趣旨を見ることができる。だが、ウズブドゥン
（１１７）

の見解では、中立性がライクリッキの原則において重点を持たないよう

に見えるばかりか、中立性は宗教間の中立性に限られる。

　また、タネールらは宗務庁の問題性を説く文脈で「中立性」という語

を用い�る��。したがって彼らもライクリッキに宗教的中立性の意味がある
（１１８）

ことを認めるようである。だが、彼らが中立性に言及するのはほんのわ

ずかでしかない。

　さらに、カボールはフランス法を参照してライクリッキの意味を論じ

るが、そこで彼は「中立性」という語は使わず、わずかに「国がすべて

の宗教団体に関して等しく行動すること」と述べるだけであ�る��。
（１１９）

（１１５）　���������������������������	�
�����

（１１６）　������������������������	�
�����

（１１７）　������������������������	�
	���	

（１１８）　����������������������������������������	�
����

（１１９）　��������������������������������������	����
�

�������	�
�������������������������
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　最後にアリエフェンディオールも、ライクリッキに関して中立性を明

言することはなく、次にように簡潔に述べるのみである。「国がすべて

の宗教および信仰から等しい距離にあるべき『非宗教的国家�』」。�　
（１２０）

　こうみると、エルドアン以外の学説は、ライクリッキが宗教的中立性

も含意することを否定しないものの、ライクリッキの要素として宗教的

中立性を重要視していないと言えよう。

　�宗教的中立性の適用

　�ａ 憲法裁判所による適用　　多くの学説と同様に、憲法裁判所も、ラ

イクリッキに関して「中立性」という言葉を使わない。しかし、憲法裁

判所は、前述のとおり、諸宗教間の中立という意味での宗教的中立性を

ライクリッキの要素とするとともに、実際、いくつかの判決でライクリ

ッキの原則の適用において宗教的中立性の趣旨を明確にした。もっとも、

その宗教的中立性の適用は緩やかである。

　１９８９年のスカーフ判決において、憲法裁判所は、大学におけるスカー

フ着用を容認することがライクリッキに違反することの理由として、次

のことを指摘した。「国が諸宗教のうち１つを選択するという考えは、さ

まざまな宗教に関する国民の法律の前の平等に反することになる�」。�　憲
（１２１）

法裁判所は、同じことを福祉党判決においてシャリーアに基づく国家秩

序がライクリッキに反することを理由づける際にも繰り返した。

　また、証人尋問事件判決において、憲法裁判所は「非宗教国家は宗教

問題において宗教信仰を考慮せず、国民に平等に行為し、偏らない国家

である」と述べ�た��。このほか、１９９８年９月１６日の判決においても憲法裁
（１２２）

判所は次のように判示した����。「非宗教的な国家の性質の必然から、公的
（１２３）

（１２０）　���������	�
�����������������	�
�����

（１２１）　����������	
��������������������������������	���
����������������	


（１２２）　����������	
�������������������������������	

�������������������	


（１２３）　����������	
������������������������������	

����������������	
�����
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な宗教がなく、特定の一宗教に優位性を認めず、その宗教の必要である

ことを法律および行政の行為により普及するように努めないことが必要

である」。

　しかしながら、以上の各判決においてその結論を導いた決定的な要素

は国家の非宗教性であり、その宗教的中立性に関する判示は補足的なも

のでしかない。これに対して、宗教的中立性の意味で捉えられたライク

リッキの原則が判決において重要性を持ったように見えるのは、前述の

啓示諸宗教判決である。同判決は、証人尋問判決と同様の判示に続けて、

啓示諸宗教判決で問題となった啓示諸宗教の信者と他宗教の信者との差

別を、「〔憲法〕２条および前文に表された非宗教的な国家秩序の基本に

……反する」ものとした。ここでは、諸宗教間の国家の中立がライクリ

ッキの原則と解され、それにより啓示諸宗教を保護する法律のライクリ

ッキ違反の結論が導き出され�た��。
（１２４）

　このように、少なくともこれまで、国家の宗教的中立性は憲法裁判所

の判決を導き出す理由としておいてあまり重要な役割を果たしてこなか

った。また、国家の宗教的中立性が今のところ宗教と非宗教との間でも

要請されることは示されていないようである。さらに、諸宗教間の中立

に関しても憲法裁判所は宗教的中立性をかなり限定的にしか要求しない。

　これをもっとも明確に示すのも１９７１年の宗務庁判決である。前述のよ

うにこの判決は、宗務庁に属する宗教家を国家公務員とする法律を合憲

としたものである。問題となった法律は、公務員の地位を与える宗教家

として、イマーム・ハティプ、コーラン学校教師、ムフティーなどイス

ラムの宗教家のみを挙げていた。憲法裁判所は、この立法措置を、「社会

������������	
�
���������������	��
�	　なお、この判決は、イマーム・ハティップ学

校の中等部を廃止する法律を合憲と判断したものである。

（１２４）　さらに、ヨーロッパ人権裁判所もトルコのライクリッキが国家の宗教的中立

性を意味することを示した。���������������������������������������	
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の大多数がイスラム教徒であったわが国において宗教的な必要に応じう

るため、宗教事項に携わる者、寺院および他の物質的必要が確保される

こと」と性格づけ�た��。このように、憲法裁判所は問題となった措置をイ
（１２５）

スラムのみに対する優遇措置であることを認識しつつ合憲と判断した。

この点において、国家の宗教的中立性は緩やかに適用されたというほか

ない。

　�ｂ 宗務庁に関する問題　　この宗務庁は宗教的中立性に関してさらに

大きな問題がある。これは、アラヴィー派など他宗派からの批判にもか

かわらず、宗務庁から支援と監督を受けるのは、イスラムのうちスンニ

ー派に限られているということである。この点に関してタネールらが次

のように述べる。宗務庁は「宗教を普及させる機能を得た……。この状

況は国家の宗教および宗派に対する中立性も揺るがしている。さらに、

宗務庁は特定の宗教、そのうえその宗教内の一宗派の思想を普及させ、

またそれを代表する�」。�　
（１２６）

　宗務庁が国家の非宗教性の面でも大きな問題を抱えるのは前述のとお

りである。これに加えて、宗務庁には実際のところ宗教的中立性も妥当

していな�い��。このみると、憲法上の存在である宗務庁について憲法にお
（１２７）

ける矛盾を改めて認識せざるを得ない。それとともに、宗務庁において

国家が多様な諸宗教を尊重しない姿勢をもみることができる。

　２　宗教教育と国家の宗教的中立性

　国家の宗教的中立性に関して論議の的となることに、国家の非宗教性

（１２５）　����������	
������������������������������	
������������������������	

（１２６）　����������������������������������������	�
����

（１２７）　これに対して、今日、宗務庁を完全に廃止するか、または全宗派に関係する

機関するように抜本的に改革すべきだという意見が出されている。������������

����������������	�

����―�����
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と同じく、宗務庁のほかに必修の宗教教育とくにその実施方法がある。

しかもこれに関して、ごく最近、国家の宗教的中立性の観点から注目す

べき動きがある。これを知るためには、以下、宗教教育の実施方法およ

びそれに関する判例をみる必要がある。

　�初等中等教育における宗教教育

　必修の宗教教育は前述の１９８２年憲法２４条４項に規定される。ここで詳

しくこの規定をみると次のとおりである。「宗教および道徳の教育およ

び訓育は国の監督の下に行われる。宗教文化および道徳の訓育（����

��������������������������	�）は、初等および中等教育機関において教えら

れる必修科目（��������	
���
�）に属する。これ以外の宗教の教育および

訓育（����������	�
�������������	���）�は、本人の意思に、未成年者の場合には法
（１２８）

定代理人の要求に基づく」。なお、この趣旨は前述のように国家教育基本

法１２条でも規定されている。

　以上から分かるように、公立学校も含めすべての初等中等学校で必修

科目であるのは、「宗教文化および道徳の訓育」のみであり、他の宗教教

育は選択科目である。「宗教文化」と訳される�������������という文言は

宗教の知識というニュアンスを持ちうるものである。そのため、宗教文

化および道徳の訓育は、宗教教育に属する「信仰教育」、「宗教的情操教

育」および「宗教知識教育」のうち、諸宗教に関することを客観的かつ

中立的に教える「宗教知識教育」に相当するものという印象を与え�る��。
（１２９）

（１２８）　憲法２４条４項は�����������および������������の語を用いるとともに、宗教教育に

関して両語を使い分けているようである。ところで、両語は同意義語であるが、

�����������は、������������より広義であり、「教えること」および「習うこと」の両方

のニュアンスを持つのに対し、������������は「教鞭をとること」を意味する。そこ

で、本稿では�����������を「教育」と、������������を「訓育」と訳した。

（１２９）　ウズブドゥンも同様のことを述べた。������������������������	�
����　なお、

わが国において公立学校における「宗教知識教育」の実施は日本国憲法２０条３項

には違反しないものとみられている。樋口陽一ほか編『注釈日本国憲法上巻』（青
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　事実、２４条４項の制定者も宗教知識教育を考えていた。１９８８年９月１６

日の憲法裁判所判決に次のような記述がある����。「宗教および道徳の教育
（１３０）

および訓育が、国の管理の下で行われることの理由は、条項の必要理由

で示されたように、問題となる教育および訓育の自由が悪用されること

を防ぐためである。諸宗教に関して偏りなく、入門的な知識を与え、同

等な諸価値を習得させる目的で、宗教文化・道徳知識科は初等中等教育

機関で教える必修科目にされたのである。宗教教育に代わり『宗教文化』

という科目と述べているのも、この目的を明確に示す�」。�　
（１３１）

　�「宗教文化および道徳の訓育」の実施

　憲法と法律に沿って、初等教育学校５年間および高校に相当するリセ

１年間に「宗教文化・道徳知識科」（�������������������	�
����������）

が必修科目となっている。２００６年―２００７年度までこの科目の４年生から

８年生――これはわが国における小学校の最後の２年間および中学校３

年間に相当し、この期間が現在のトルコにおける「初等教育」に該当す

る――の教育課程を定めていたのは２０００年９月１９日の教育省決定であ�る��。
（１３２）

同決定において、宗教文化・道徳知識科の指導要領として、次のことが

挙げられていた。

　「ライクリッキの原則を常に留意すること。宗教、良心、思想および

表現の自由を侵害してはならない」のほか、「礼拝の行為、さらにアラー

に対する愛、敬意および感謝の表明が、集団の個々人が愛と敬意をもっ

て結ばれ合う……ことを可能にすることを生徒に喚起すること」、「預言

林書院新社、１９８４年）４０７頁〔浦部法穂執筆〕。

（１３０）　����������	
������������������������������	

���������������������	


（１３１）　なお、このように必修の宗教教育が宗教知識教育を想定していた点に、ライ

クリッキの原則との関わりでその宗教教育が正当化の根拠が見いだせそうである。

（１３２）　����������������������	�	�
�������������������
�

���������������	�
����������

�������	�
	�	����	�����������������������������������������	
�����　なお、この決定

は２００６年１２月２８日の決定により廃止された。
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者ムハンマドに関することを学習するとき、その徳性に関する例を挙げ

ること」、「イスラムは合理的で普遍的な宗教であることを説明するこ

と」等々。

　これをみると、この科目はイスラムに偏重するとともに、信仰教育に

も踏み込んだ内容だと言えそうである。この印象は「宗教文化・道徳知

識科」の教科書からさらに強められる。例えば、７年生の教科書では、

クルーアンの知識、宗教と徳を持つことの関係、巡礼、犠牲、天使、創

造者などに重点が置かれ、ユダヤ教、キリスト教、ヒンズー教、仏教と

いう大宗教の説明は１５頁のみであ�る��。
（１３３）

　やはり宗教文化・道徳知識の教育は宗教知識教育を超えていると言わ

ざるをえない。学校における宗教教育は、その「宗教文化」という名称

に反して、その実施においてイスラムそれもスンニー派に偏重�し��、その
（１３４）

宗教的情操教育または信仰教育になっていると思われる。これは国家の

非宗教性の面からも宗教的中立性の面からも大きな問題であろう。タネ

ールらが次のように述べるとおりである。「実施において、〔宗教文化お

よび道徳の訓育〕の授業は、宗教と道徳の知識を授けるのをやめ、特定

の一宗教と宗派が伝えられるという性格に覆われた。この状態は、宗教

の差別の禁止（２４条と１４条）、……非宗教的な国家の理解（２条）に違反

する�」。�　
（１３５）

　�ゼンギン事件ヨーロッパ人権裁判所判決

　以上のような「宗教文化および道徳の訓育」の実施において、その履

修免除も認められてきた。これを示すのは国家教育省教育高等委員会

（����������	
����������	
������������	��
������������）の１９９０年７月９日の決

（１３３）　ヨーロッパ人権裁判所が２００７年１０月９日のゼンギン判決（後掲注１３４）にお

いて認定した事実に拠る（����）。　なお、宮崎・前掲注２４・２７７頁以下も参照。

（１３４）　ヨーロッパ人権裁判所ゼンギン判決も同様の判断を示した。�������		���

���������	
��������������������������������	
�	���
��	����������������������

（１３５）　���������������������������������������	��
��		�　宮崎・前掲注２４・２８３頁も参照。
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定であ�り��、これに基づきキリスト教徒およびユダヤ教徒の生徒は宗教文
（１３６）

化・道徳知識科の履修を免除された。だが、アレヴィー派はそのような

扱いを受けることができなかった。そのため、近年、アレヴィー派の生

徒の親が宗教文化・道徳知識の履修免除を求め、この種の訴えを裁判所

にも提起してきた。だが、従来ダヌシュタイはこの請求を斥けてきた。

だが、こうしたトルコ国内の状況は人権裁判所が２００７年１０月９日に下し

たゼンギン判�決��によって一変させられた。
（１３７）

　この事件の申立人は、宗教文化・道徳知識の授業の免除を求めた訴え

をダヌシュタイにより斥けられたアレヴィー派の生徒の両親である。彼

らは、人権裁判所において、履修免除の拒否が、教育を受ける権利を定

める人権条約第１議定書２条第２�文��および宗教の自由を規定する同条約
（１３８）

９条に違反すると主張した。人権裁判所は、宗教文化・道徳知識科の実

態を吟味して、その授業で「生徒はアレヴィー派の宗派上または儀礼上

の特徴に関していかなる教育も受けない」と判断しつ�つ��、これまでの判
（１３９）

例を考慮して、人権条約第１議定書２条第２文への違反があると結論し

た。その主要な理由は次の２つの点にある。

　第１は、「締約国が宗教事実教育を学習課程の科目に入れるとき、免除

とは無関係に、生徒の親は、当該科目が、彼らの宗教的または宗教的信

念を尊重しながら、客観性および多様性の基準に対応する方法で教育さ

（１３６）　�����������������������	���
����

���������������������������	�
������

��������	��
��������������������	���������������	

（１３７）　�������		������������	
�����������������������������	�
��������������

�������	


（１３８）　ヨーロッパ人権条約第１議定書２条第２文は次のとおり。「国は、教育およ

び教授に関連して負ういかなる任務の行使においても、自己の宗教的および哲学

的信念に適合する教育および教授を確保する父母の権利を尊重しなければならな

い」。

（１３９）　���������������	
�����������������������������������	
�������
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れることを正当に期待することができる」ということであ�る��。この判示
（１４０）

は国家の宗教的中立性にもつながりうるものであり、注目されよう。

　第２は、「履修免除の仕組みは適切な手段を構成せず、またそれは教育

される科目が自己の子どもに学校とその固有の価値との間で忠誠の対立

をもたらしうると正当に考え得るであろう生徒の親にとって十分な保護

を提供しない」。「適切な選択のいかなる可能性も、スンニー派イスラム

以外の宗教的または哲学的な信念を持つ親の子どもについては検討され

ていなかった」ということであ�る��。これは基本的に宗教の自由の問題で
（１４１）

ある。

　�ダヌシュタイ判 決 　
（１４２）

　ゼンギン判決の後、それに従うようにダヌシュタイは判例を変更した。

それを示すのは、２００８年２月２９日の判決であ�る��。この判決において、ダ
（１４３）

ヌシュタイは、アレヴィー派の親が求めた子どもの宗教文化・道徳知識

の履修免除の請求を拒否した教育行政機関の処分を取り消した下級裁判

所判決を是認した。その際、ダヌシュタイは、憲法裁判所および人権裁

判所の判決を参照したうえで、次のように判示した。

　〔宗教文化および道徳の訓育〕は、憲法に示された目的に適合した指導

要領（��������）に準拠して行われなければならず、その内容が客観的か

つ多元的であり、人の宗教が差別および不平等な要素として使われず、国

家は諸宗教に対して中立でありつつ、すべての宗教信仰に等しい価値を認

めなければならない。訓育（����������）において実施される教育課程が特定

の一宗教に基づく状況は、これが宗教文化・道徳知識科として認められず、

（１４０）　���������������	
�����������������������������������	
�������

（１４１）　���������������	
�����������������������������������	
�������

（１４２）　ダヌシュタイが行政最高裁判所であることについて、前掲注��参照。

（１４３）　������������	
�
�
���
���������������������������	
��������
����������������

���������	
����	��������	��	�����������	�
��������	
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宗教教育（��������������）として捉えられるであろうことが明らかである。

事実、ヨーロッパ人権裁判所によれば、訓育に関する指導要領において行

われ、わが国の判決で是認される事実の立証に基づき、わが国における多

元性の理解の下で客観的かつ合理的に宗教文化・道徳知識の訓育が施され

ていなかったという結論に到達した。

　この状況で、憲法２４条において宗教文化および道徳の訓育が必修科目で

あることが明らかにされ、初等中等教育機関で教育される科目が宗教文化・

道徳知識であるにもかかわらず、内容としては宗教文化および道徳知識の

訓育として認められないであろうことが明らかであることから、……宗教

文化・道徳知識科は、その内容および必修とされていることにおいて適法

性を見いだせない。

　こうして、ダヌシュタイは、これまでの宗教教育の実施方法を違法と

してアレヴィー派の免除を認めた。ダヌシュタイが、その判決理由で宗

教教育実施においてその教育内容の客観性とともに国家の宗教的中立性

を求めたことは、本稿の観点で注目されよう。ここにおいて、宗教的中

立性に関して大きな限界があったライクリッキに関する法において国家

の宗教的中立性が改善されつつある事実をみることができる。ただし、

これが、宗教的マイノリティから要求に対応するものであったにせよ、

ヨーロッパ法に連動したものであることにも注意すべきであろう。

第５節　トルコにおける国家の非宗教性および宗教的中立性

　�　以上に国家の非宗教性および宗教的中立性の両面からライクリッ

キを分析した。そこから次のような結論を導き出せよう。

　ライクリッキの原則には国家の非宗教性と宗教的中立性のいずれの要

素もある。ただし、ライクリッキに関する憲法規定およびその適用にお

いて、非宗教性および宗教的中立性の両面ともかなり大きな矛盾を持つ
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とともに、国家の非宗教性に比重が置かれている。

　ライクリッキの原則の中心は国家の非宗教性であり、これは国家の近

代化、西欧化を目的とした。国家の非宗教性は、一党支配体制下でイス

ラムを国家事項から排除して非宗教化が強力に遂行された後、１９３７年に

憲法典に規定され、それ以降憲法原則であり続けている。しかも、ライ

クリッキの原則は、憲法典で憲法改正を禁じられた共和国の基本原理で

あることが明示され、共和国の建国原理として最重要の憲法原則と解さ

れている。また、国家の非宗教性は憲法典および法律において詳細かつ

厳格に規定されている。したがって、国家の非宗教性の実現度は高く、

その重要性はきわめて大きい。実際、非宗教性に関する憲法規定は全般

に厳格に適用され、とくにスカーフ着用の問題では極端すぎるほど厳格

に適用されている。

　もっとも、１９８２年憲法において、国家の非宗教性とは相容れない宗務

庁および必修の宗教教育が規定され、この点で非宗教性は後退している。

また、民主主義体制でイスラム教徒の支持を得たイスラム主義政党等イ

スラム主義派とライクリッキ堅持を求める世俗派との間で続けられてき

た激しい抗争が、国家の非宗教性のあり方に影響を及ぼしてきた。

　さらに、憲法典において国家の非宗教性のうち、宗教感情の政治利用

の禁止（１９８２年憲法２４条５項）に示されるように宗教の国家事項介入の

禁止に重点がある。逆に、宗務庁による宗教統制に示されるように、国

家が宗教事項に介入するのを禁止する面は弱い。その宗務庁に関しては、

国家の非宗教性の適用はきわめて弱い。さらに、ライクリッキ違反活動

を行う政党の解散に示されるように、国家の非宗教性が宗教の自由の保

障を強化するのではなく、それを制約する面が目立つ。

　他方、国家の宗教的中立性については、憲法典でそれを示す規定は少

なく、ライクリックに関する法律規定も宗教的中立性を示すものは少な

い。学説にはライクリッキを端的に宗教的中立性と解する少数説もある
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が、一般にはライクリックの意味として宗教的中立性を認識するものの、

その認識はかなり弱い。憲法裁判所もライクリッキを宗教的中立性の意

味で解釈、適用することはあるが、その適用は厳格ではなく、またこれ

までの判例では、宗教的中立性は重要な役割を果たしてこなかった。さ

らに、トルコ社会の現実をみると、宗教的多様性が弱いうえに宗教的多

様性を嫌う雰囲気がある。

　しかも、宗教的中立性の面でライクリッキに関する法状況には大きな

問題がある。宗務庁において実際には宗教的中立性は妥当せず、宗教教

育の実施においても中立性が無視されてきたからである。とはいえ、最

近、これらの点で注目すべき新たな動きもある。一方で、ヨーロッパ法

の影響を受け、宗教教育実施に関して宗教的中立性を厳格に適用する判

例が最近現れ、他方で宗務庁に対する批判も強くなっているのである。

　�　このようにしてライクリッキでは、国家の宗教的中立性に比べて

国家の非宗教性に重点がおかれている。しかも、国家が宗教を統制する

ことが容認され、国家による宗教への不介入よりは宗教による国家への

不介入――それも具体的にはシャリーアやイスラムの教義が公的領域に

関わることを防止すること――が重要な機能を果たしている。こうした

状況から、ライクリッキを、国家の非宗教性と宗教的中立性を確保して

宗教の自由を十分に保障する政教分離原則ではなく、もっぱら国家によ

る宗教統制の原則とみる見解もあり得よう。しかし、前述のように憲法

典とその適用をよく分析すれば、ライクリッキには国家の非宗教性と宗

教的中立性の要素があるのは否定できない。したがって、ライクリッキ

は国家と宗教の分離についての国家介入主義的な傾向の強い一形態とみ

るべきであろう。ただし、宗教の自由および国家の宗教的中立性をかな

り犠牲にしながら国家の非宗教化を優先させるとともに、国家による宗

教統制も伴いながら国家の非宗教性の維持に力を注ぐのが、これまでの

ライクリッキの全般的傾向であった。
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　しかも、トルコでは国家の非宗教性が民主主義を目的としたものにも

かかわらず、それが民主主義と反する形で成立させられ、維持されてい

るという逆説的な状況にある。というのは、ライクリッキが国家の民主

化を含む西欧化、近代化を目的としたが、一党支配という権威主義体制

の下で、権力行使者が民衆の宗教を考慮せず共和国の基本原理としてラ

イクリッキを無理やり成立させたからであ�る��。また、民主主義体制の下
（１４４）

で民衆の支持を受けたイスラム主義派が宗教教義を公的領域に持ち出す

と軍の介入によりライクリッキが維持されてきたからである。なお、憲

法典において「たたかうライクリッキ」が強く、ライクリッキの原則を

改正することはおよそ不可能になっている。この点でもリベラルな政教

分離とはほど遠い。

　このようなトルコにおける国家の非宗教性は、圧倒的な多数派宗教の

伝統が強い国であって非宗教性に重点を置く政教分離を憲法原則とする

他の国とも異なる。

　例えば、フランスでは、国家の非宗教性が共和国の基本原理とされ、

今日これが強調されているが、国家の宗教的中立性は民主主義と決して

矛盾していない。というのは、フランスでは民主的政治体制の下で反教

権派と教権派が抗争するなか、両者が妥協しながら国家の非宗教性が成

立�し��、独裁政治が行われたヴィシー政府期に国家の非宗教性が弱められ
（１４５）

たが、民主政治が進展するに従い国家の非宗教性が憲法原則として強化

されたからである。この結果、今日、各宗教団体は国家の非宗教性を支

持する。また、フランスでは、国家介入主義は強い�が��、今日、国家によ
（１４６）

（１４４）　これは、ライクリッキは「上からの政教分離」という指摘どおりである。内

藤『アッラーのヨーロッパ』前掲注１０・８４頁など。

（１４５）　政教分離法は制定後カトリック教会の抵抗を受けて教会の自由を保障する

ように改正され、またその方向で同法は適用された。

（１４６）　２００３年にフランスにおけるイスラム教徒諸団体が１つのイスラム教徒代表

組織「仏ムスリム全国評議会」（ＣＦＣＭ）を結成した。これは、イスラム教徒が
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る宗教統制を定める宗教法規定は見当たらない。

　さらに、トルコの状況はメキシコとも異な�る��。メキシコはトルコと同
（１４７）

様に国家の非宗教性の「モデルが権威主義的な方向で変形された」国と

評され�る��。確かに、メキシコでは、トルコ革命と同じ頃始まったメキシ
（１４８）

コ革命に続き、軍の支配の下にある革命勢力が反教権主義的に国家の非

宗教性を強化した。非宗教性は、教権派からの強い抵抗を受けたものの、

一党支配の権威主義的体制下で堅持された。だが、一党支配が終わって

も国家の非宗教性は国民から支持さ�れ��、今日までその憲法原則はきわめ
（１４９）

て安定的である。

　�　本稿はライクリッキの原則がどう適用されているかを主として憲

法裁判所の判決から分析した。ごく最近、ライクリッキの原則および他

の憲法原則に関して重要な判決が続いたが、その判決文の未公表のため、

それらはまったく分析することができなかっ�た��。この点、今後さらに分
（１５０）

その宗教実践に関して国および地方公共団体と交渉する窓口を持つためである。

この評議会結成に向けた団体間の協議において、評議会のあり方に関して当時の

ニコラ・サルコジ内務大臣がかなり介入した。
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�����������������
�����������	
��	�����������

��������	
�������	�	������������������������	�
�����������
�����������������

�������	��
�������������
����������������	��	
����������
������
�����������	��

�������	
��
	�����	���
���������
����������������		
�������	�
���������������

（１４８）　�������	��
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（１４９）　メキシコにおける現行の１９１７年憲法は、政教分離を国家の基本原理とするこ

となく、国家の宗教統制を含む政教分離を詳細に規定している（３条２項、２４条、

２７条９項、１３０条）。

（１５０）　本稿脱稿後、憲法裁判所の憲法改正判決（２００８年６月５日判決）、公正発展

党判決（同年７月３０日判決）の各判決文が官報で公表された。����������	
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析を重ねる必要があろう。また、トルコのライクリッキの特徴をみるた

めにも、フランス、メキシコおよびわが国の政教分離を国家の非宗教性

および宗教的中立性という２つの観点から分析することが、今後の課題

となる。

（付記）本稿は、平成２０年度科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）「フランス、

トルコおよびわが国における国家の非宗教性および宗教的中立性に関す

る研究」（課題番号１９５３００３４）の助成を受けたものである。


